
 

インターネットでの掲載 

統計課 令和 7年 6月 24日 

 

令和 2年(2020年)基準  岐阜市消費者物価指数 

令和 7年 5月分 

概 況 

⚫ 総合指数は令和 2 年を 100 として 112.3 

  前月比は 0.6％の上昇  前年同月比は 4.0％の上昇 

 

⚫ 生鮮食品を除く総合指数は 112.0 

  前月比は 0.7％の上昇  前年同月比は 4.3％の上昇 

 

⚫ 生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数は 110.6 

   前月比は 0.6％の上昇  前年同月比は 3.8％の上昇。 

図１ 消費者物価指数の推移 

 

表１ 総合指数、前月比及び前年同月比 

 

 

※  全国総合指数の前月比については、季節調整値としている。 

注）前月比及び前年同月比については、端数処理前の指数値を用いて計算しているため、公表された指数値を

用いて計算した値とは一致しない場合がある。 
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令和7年

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

指数 108.0 108.3 108.5 109.1 109.1 109.9 110.3 111.0 111.7 111.2 111.3 111.7 112.3
総合指数 前月比    (％) 0.1 0.3 0.2 0.6 0.0 0.7 0.4 0.6 0.7 -0.5 0.1 0.3 0.6

前年同月比(％) 2.8 3.2 2.8 3.2 3.1 3.0 3.5 4.2 4.6 4.2 4.1 3.6 4.0
指数 107.4 108.0 108.2 108.7 108.4 109.2 109.7 109.9 110.3 110.2 110.6 111.2 112.0
前月比    (％) 0.1 0.5 0.2 0.5 -0.2 0.7 0.4 0.2 0.4 -0.1 0.3 0.6 0.7
前年同月比(％) 2.6 2.9 2.7 3.1 2.9 2.9 3.2 3.4 3.7 3.5 3.6 3.7 4.3
指数 106.6 106.9 106.8 107.4 107.7 108.6 108.8 108.7 109.0 109.2 109.6 110.0 110.6
前月比    (％) 0.0 0.3 0.0 0.5 0.3 0.8 0.2 0.0 0.3 0.2 0.3 0.4 0.6
前年同月比(％) 2.6 2.6 2.1 2.3 2.5 2.8 3.0 2.9 3.1 3.3 3.4 3.2 3.8
指数 108.1 108.2 108.6 109.1 108.9 109.5 110.0 110.7 111.2 110.8 111.1 111.5 111.8

総合指数
前月比(季節調
整値)(※)(％) 0.4 0.3 0.2 0.4 -0.1 0.4 0.4 0.6 0.5 -0.1 0.3 0.1 0.3
前年同月比(％) 2.8 2.8 2.8 3.0 2.5 2.3 2.9 3.6 4.0 3.7 3.6 3.6 3.5

令和6年

全
国

生鮮食品を除く

総合指数

生鮮食品及びエ
ネルギーを除く

総合指数

岐
阜
市
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（平成27年＝100　区分：令和２年平均まで）（令和２年＝100　区分：令和３年平均から）

指　数
対 前 年
(同月)比
(％)

指　数
対 前 年
(同月)比
(％)

平成２０年平均 98.6 1.4

　　２１年平均 97.2 △ 1.4 100.8 △ 1.3

　　２２年平均 96.5 △ 0.7 100.0 △ 1.1

　　２３年平均 96.3 △ 0.3 99.6 △ 0.4

２４年平均 96.2 0.0 99.6 0.0

２５年平均 96.6 0.4 99.9 0.3

２６年平均 99.2 2.7 103.2 3.3

２７年平均 100.0 0.8 104.4 1.2

２８年平均 99.9 △ 0.1 99.7 △ 0.3

２９年平均 100.4 0.5 100.0 0.3

３０年平均 101.3 1.0 100.9 0.8

平成31(令和元)年平均 101.8 0.5 100.9 0.1

令和２年平均 101.8 0.0 100.2 △ 0.8

令和３年平均 99.8 △ 0.2 99.8 △ 0.2

令和４年平均 102.3 2.5 102.3 2.4

令和５年平均 105.6 3.2 105.4 3.1

令和６年平均 108.5 2.7 108.5 3.0

令和７年１月 111.2 4.0 111.7 4.6

２月 110.8 3.7 111.2 4.2

３月 111.1 3.6 111.3 4.1

４月 111.5 3.6 111.7 3.6

５月 111.8 3.5 112.3 4.0

注２　△はマイナス。

資料出所：総務省統計局、岐阜県環境エネルギー生活部統計課

区分

岐　　阜　　市全　　国

消費者物価指数の推移（全国・岐阜市）

注１　指数の基準年について、令和３年７月分から令和２年平均を１００
　　とするよう切り替えられており新旧指数の接続が行われている。

3

andouy
フリーテキスト
資料№２



4



≪本部（全国）集計（第6回）≫

【加重平均】 2025年6月5日現在

4,863 組合 1,163 円 4,938 組合

2,933,516 人 0.18 ポイント 2,886,335 人

3,412 組合 1,092 円 3,516 組合

331,702 人 0.25 ポイント 332,855 人

1,451 組合 1,148 円 1,422 組合

2,601,814 人 0.17 ポイント 2,553,480 人

※昨年同時期公表比較

≪岐阜県（連合岐阜）集計（第3回）≫

【加重平均】 2025年6月5日現在

98 組合 730 円 84 組合

45,120 人 0.02 ポイント 37,552 人

66 組合 952 円 58 組合

25,447 人 0.02 ポイント 21,757 人

18 組合 218 円 13 組合

12,150 人 △ 0.07 ポイント 8,172 人

9 組合 △ 560 円 7 組合

6,680 人 △ 0.25 ポイント 6,759 人

5 組合 3,038 円 6 組合

843 人 0.87 ポイント 864 人

29 組合 1,459 円 29 組合

2,945 人 0.46 ポイント 3,170 人

69 組合 625 円 55 組合

42,175 人 △ 0.02 ポイント 34,382 人

※昨年同時期公表比較

【単純平均】

98 組合 1,315 円 84 組合

45,120 人 0.26 ポイント 37,552 人

【その他集計（組合別）】

昨年度比プラスor維持 72 単組 ％ 22 単組

４,５００円以上獲得 97 単組 ％ 28 単組

連合岐阜２０２５春季生活闘争

第 ３ 回 賃 上 げ 集 計 結 果　【定昇込み平均賃上げ】

平均賃金方式

2025年

昨年度比

昨年実績（2024年6月5日公表）

集計組合数
集計組合員数

定昇相当込
み賃上げ計

定昇相当込
み賃上げ率

集計組合数
集計組合員数

定昇相当込み
賃上げ計

定昇相当込み
賃上げ率

16,399 円 5.26 ％ 15,236 円 5.08 ％

円 4.45 ％

300人以上 16,932 円 5.33 ％ 15,784 円

300人未満
（中小）

12,453 円 4.70 ％ 11,361

5.16 ％

平均賃金方式

2025年
昨年度比

昨年実績（2024年6月5日公表）

集計組合数
集計組合員数

定昇相当込
み賃上げ計

定昇相当込
み賃上げ率

集計組合数
集計組合員数

定昇相当込み
賃上げ計

定昇相当込み
賃上げ率

14,911 円 4.90 ％ 14,181 円 4.88 ％

円 5.29 ％

商業流通 14,853 円 4.96 ％ 14,635 円

製造業 16,496 円 5.31 ％ 15,544

5.03 ％

交通運輸 9,101 円 3.31 ％ 9,661 円 3.56 ％

その他 13,951 円 4.35 ％ 10,913 円 3.48 ％

円 4.46 ％

300人以上 15,031 円 4.90 ％ 14,406 円

300人未満
（中小）

13,195 円 4.92 ％ 11,736

4.92 ％

平均賃金方式

2025年
昨年度比

昨年実績（2024年6月5日公表）

集計組合数
集計組合員数

定昇相当込
み賃上げ計

定昇相当込
み賃上げ率

集計組合数
集計組合員数

73.5 内中小組合

99.0 内中小組合

定昇相当込み
賃上げ計

定昇相当込み
賃上げ率

13,923 円 4.75 ％ 12,608 円 4.49 ％
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2025年 6月 18日 

(一社)岐阜県経営者協会 

2025年：賃金改定 

第 10報 

 
 

 

6月 17日時点で 106社から回答を得た。この内、集計可能であった 103社の平均は下表の通り。 
 

 集計社数 基準内賃金 平均年齢 平均勤続 妥結・結果額 増加率 

今期 2025年 

6月 17日時点 
103 社 270,567 円 40.9 歳 13.4 年 11,348 円 4.22％  

昨期 2024年 

6月 19日時点 
87社 260,791円  40.9歳  13.5年  9,967円  3.83％  

昨期 

最終集計 
95社 261,463円 40.8歳 13.4年 10,285円 3.92％ 

※ 「妥結・結果額」には、定期昇給や賃金改善分（ベースアップ等）が含まれている。（以下、同じ） 

 

 

上表は 103 社の平均値であるが、下のグラフは各社の「妥結・結果額」を 2,000 円きざみ(20,000

円以上は 20,000 円～24,999 円と 25,000 円以上の 2 区分)で区分化し、該当社数を表したもの。 
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2025年  春季労使交渉・賃金改定 調査 速報〔第 10報〕 

岐阜県内企業の妥結状況   

Ⅰ 現在の概況 ― 組合員・非管理職 ― 

Ⅱ 妥結・結果額の分布 ― 組合員・非管理職 ― 

ｎ＝103 社 
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毎月勤労統計調査結果 

 

 

１ 産業別現金給与額（令和７年４月分） 

２ 産業別常用労働者現金給与総額の推移 

３ 産業別常用労働者現金給与総額指数 

４ 産業別常用労働者きまって支給する給与の推移 

５ 産業別常用労働者きまって支給する給与指数 

６ 産業別常用労働者所定内給与の推移 

７ 産業別常用労働者所定内給与指数 

８ 実質賃金指数（現金給与総額） 
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 1
22

△
8.
6

 3
7 
97
3

 2
57

△
 2
1 
53
9

卸
売

業
、

小
売

業
 2
20
 6
79

90
.9

11
.3

14
.6

 2
04
 2
13

3.
1

9.
9

 1
97
 5
91

10
.3

 6
 6
22

16
 4
66

 9
 6
01

金
融

業
、

保
険

業
 3
45
 8
90

80
.5

0.
4

8.
5

 3
41
 7
91

2.
0

8.
0

 3
09
 5
35

5.
5

 3
2 
25
6

4 
09
9

 1
 6
24

不
動

産
業

、
物

品
賃

貸
業

 3
05
 2
73

12
9.
9

△
1
5
.
8

△
3.
8

 3
05
 2
73

2
.
4

△
3.
8

 2
86
 8
66

△
6.
2

 1
8 
40
7

 0
  
0

学
術

研
究

、
専

門
・

技
術

サ
ー

ビ
ス

業
 3
55
 8
96

86
.6

△
4.
8

1.
3

 3
50
 6
00

△
0.
3

△
0.
2

 3
18
 6
97

△
2.
1

 3
1 
90
3

5 
29
6

 5
 2
73

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
 1
18
 2
32

99
.6

△
18
.8

△
1.
4

 1
15
 8
32

△
17
.4

△
3.
4

 1
09
 4
69

△
3.
3

 6
 3
63

2 
40
0

 2
 3
80

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
 1
57
 5
82

94
.2

8.
4

△
23
.1

 1
57
 1
25

8.
3

△
23
.1

 1
51
 8
99

△
23
.6

 5
 2
26

 4
57

△
  
29
9

教
育

、
学

習
支

援
業

 3
33
 7
57

76
.0

4.
3

5.
3

 3
33
 6
18

4.
2

5.
3

 3
28
 3
16

4.
9

 5
 3
02

 1
39

  
13
9

医
療

、
福

祉
 3
03
 0
15

91
.1

△
12
.0

△
2.
8

 3
02
 8
31

3.
0

△
2.
7

 2
83
 9
43

△
3.
0

 1
8 
88
8

 1
84

△
  
22
9

複
合

サ
ー

ビ
ス

事
業

 3
40
 3
95

95
.3

△
15
.0

5.
8

 3
37
 6
83

△
1.
5

5.
1

 3
09
 4
75

4.
6

 2
8 
20
8

2 
71
2

 2
 3
10

サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

 2
33
 0
78

11
3.
9

△
5.
4

4.
7

 2
26
 9
55

0.
7

3.
9

 2
03
 4
23

1.
6

 2
3 
53
2

6 
12
3

 1
 9
59

 
 

注
意
　
１
）
「
調
査
産
業
計
」
に
は
、
調
査
対
象
事
業
所
が
少
な
い
た
め
公
表
を
除
外
し
た
「
鉱
業
、
採
石
業
、
砂
利
採
取
業
」
を
含
め
て
算
定
し
て
い
る
。

 
  
  
 
２
) 
上
記
１
）
は
以
下
、
２
表
、
３
表
に
つ
い
て
も
同
じ
。
  
 
  
 

所
定
内
給
与

現
 金

 給
 
与
 
総
 額

　
き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与

所
定
内
給
与

現
 金

 給
 
与
 
総
 額

　
き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与
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 産

業

 
年
月

調
査

産
業

計
製

造
業

繊
維

工
業

木
材

・
木

製
品

家
具

装
備

品
パ

ル
プ

・
紙

印
刷

・
同

関
連

業
窯
業
・

土
石
製
品

金
属

製
品

業
務
用

機
械
器
具

電
子
部
品

・
デ
バ
イ
ス

電
　
　
気

機
械
器
具

情
報
通
信

機
械
器
具

輸
送
用

機
械
器
具

卸
売
・

小
売
業

平
成
２
８
年

27
4,

8
76

32
0
,9

06
20
3,
97
8

30
7,
77
7

29
6,
23
6

34
0,
47
2

27
9,
44

7
26
5,
76
1

31
4,
51
6

30
1,
11
8

31
8,
28
9

32
7,
95
8

注
２

42
0,
19
2

20
0,
65
5

２
９

年
28

5,
6
24

33
0
,8

37
23
8,
36
0

31
9,
37
8

30
6,
47
7

37
0,
61
4

27
3,
37

3
32
1,
67
8

31
4,
18
5

31
9,
28
1

34
5,
13
1

34
0,
25
1

注
２

41
4,
98
0

20
8,
11
2

３
０

年
28

4,
2
34

32
9
,8

46
23
9,
23
8

28
0,
30
7

32
3,
67
2

25
7,
25
0

28
9,
35

6
30
3,
62
3

32
3,
81
3

37
0,
29
6

35
9,
52
4

31
7,
22
4

注
２

37
8,
53
4

23
2,
09
0

平
成
３
１
年

令
和
　
元
年

28
6,

8
38

32
6
,3

68
20
9,
08
1

27
3,
39
8

28
5,
18
9

30
1,
04
8

29
7,
34

0
32
8,
50
4

33
8,
13
5

34
5,
59
1

36
8,
06
1

26
3,
81
4

注
２

38
7,
86
0

23
7,
48
3

２
年

28
3,

4
57

31
6
,7

62
20
1,
44
4

23
7,
28
7

26
7,
15
8

29
6,
12
8

27
4,
34

3
35
1,
32
7

32
4,
63
6

34
2,
51
7

39
9,
83
3

27
3,
23
3

注
２

36
7,
46
0

22
2,
58
9

３
年

27
7,

1
32

32
3
,7

02
21
1,
47
9

27
6,
06
9

28
2,
51
1

28
8,
12
8

27
1,
64

8
29
6,
48
0

31
6,
41
3

41
6,
27
1

43
4,
52
2

26
6,
96
6

注
２

40
4,
97
6

20
5,
66
5

４
年

29
3,

5
37

33
5
,3

74
23
9,
12
5

28
0,
89
8

32
5,
86
8

29
3,
03
3

32
1,
03

0
28
0,
93
8

31
7,
99
5

注
２

46
5,
35
0

30
7,
75
9

51
9,
15
1

43
8,
56
1

25
6,
11
4

５
年

29
8,

7
71

34
8
,4

21
24
9,
07
0

30
3,
85
8

34
9,
52
3

32
4,
44
6

29
9,
02

3
26
4,
05
4

32
7,
19
5

47
7,
08
9

注
２

33
3,
03
5

35
8,
63
7

46
7,
90
0

27
4,
01
7

６
年

30
9,

4
22

36
5
,0

66
27
8,
29
8

30
7,
53
6

31
5,
99
6

37
6,
27
5

32
9,
09

7
32
1,
57
9

36
1,
53
6

32
1,
76
0

44
9,
73
8

35
2,
59
1

36
6,
38
5

45
8,
69
0

24
2,
38
4

令
和
７
年
１
月

25
4,

6
17

30
1
,1

25
24
7,
64
2

26
9,
75
0

26
8,
29
3

32
6,
96
5

33
1,
42

4
24
1,
95
8

31
9,
74
8

20
8,
20
3

37
1,
61
5

36
7,
35
4

20
2,
11
9

35
0,
49
4

19
3,
67
5

　
　
　
２
月

25
3,

3
43

29
8
,9

03
28
1,
51
1

27
6,
78
9

30
0,
94
8

31
9,
45
1

31
0,
10

3
24
9,
93
3

31
1,
91
4

22
0,
92
6

34
8,
04
1

24
8,
58
6

注
２

36
2,
02
4

19
9,
41
8

　
　
　
３
月

26
9,

7
32

30
2
,1

18
24
8,
30
8

27
6,
67
0

26
8,
88
5

32
6,
38
6

26
0,
33

2
24
7,
63
3

31
5,
64
3

21
7,
66
3

35
5,
15
7

24
8,
68
6

注
２

35
9,
32
0

19
1,
76
6

　
　
　
４
月

25
7,

2
98

30
2
,8

92
25
9,
82
8

27
9,
57
0

25
4,
16
0

33
5,
78
6

26
2,
30

9
26
8,
22
5

29
8,
25
2

53
7,
14
0

36
1,
52
7

25
3,
21
5

注
２

34
2,
39
9

20
7,
08
5

注
１

：
事

業
所

規
模

は
５

人
以

上
。

注
２

：
サ

ン
プ

ル
不

足
の

た
め

非
公

表
。

資
料
出

所

産
業
別
常
用
労
働
者
現
金
給
与
総
額
の
推
移
（
岐
阜
県
）

（
単

位
：

円
）

：
岐

阜
県

環
境

エ
ネ

ル
ギ

ー
生

活
部

統
計

課
　

「
毎

月
勤

労
統

計
調

査
」
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調
　

査
産

業
計

製
造

業
繊

維
工

業
木

材
・

木
製

品
家

具
・

装
備

品

パ
ル

プ
・

紙
・

紙
加

工
品

印
刷

・
同

関
連

業
窯

業
・

土
石

製
品

金
属

製
品

業
務

用
機

械
器

具

電
子

部
品

・
デ

バ
イ

ス

電
　

　
気

機
械

器
具

情
報

通
信

機
械

器
具

輸
送

用
機

械
器

具
卸

売
・

小
売

業

平
成

2
8
年

平
均

9
7
.
0

1
0
1
.
6

1
0
1
.
1

1
3
2
.
2

1
1
0
.
7

1
1
5
.
1

1
0
1
.
6

7
5
.
9

9
6
.
9

8
6
.
9

7
9
.
7

1
2
0
.
0

注
4

1
1
4
.
1

9
0
.
3

2
9
年

1
0
0
.
8

1
0
4
.
6

1
1
8
.
1

1
3
7
.
1

1
1
4
.
5

1
2
4
.
6

9
9
.
6

9
1
.
2

9
6
.
6

1
0
1
.
9

8
6
.
6

1
2
4
.
4

注
4

1
1
2
.
7

9
3
.
5

3
0
年

1
0
0
.
3

1
0
4
.
4

1
1
8
.
9

1
2
8
.
7

1
2
1
.
9

8
6
.
7

1
0
5
.
3

8
6
.
3

9
9
.
6

1
0
7
.
1

9
0
.
3

1
1
5
.
3

注
4

1
0
2
.
7

1
0
4
.
4

平
成

3
1
年

令
和

元
年

1
0
1
.
2

1
0
3
.
2

1
0
3
.
7

1
1
7
.
3

1
0
6
.
6

1
0
1
.
6

1
0
8
.
2

9
3
.
3

1
0
3
.
9

9
9
.
6

9
2
.
6

9
6
.
6

注
4

1
0
5
.
4

1
0
6
.
9

２
年

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

注
4

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

３
年

9
7
.
9

1
0
2
.
3

1
0
5
.
1

1
1
8
.
6

1
0
5
.
4

9
7
.
4

9
9
.
0

8
4
.
3

9
6
.
9

1
1
5
.
8

1
1
0
.
8

9
8
.
0

注
4

1
0
9
.
7

9
2
.
6

４
年

1
0
3
.
7

1
0
6
.
3

1
1
8
.
7

1
2
0
.
7

1
2
2
.
7

9
9
.
0

1
1
7
.
1

7
9
.
8

9
7
.
7

注
4

1
1
6
.
4

1
1
2
.
6

1
3
5
.
9

1
1
9
.
2

1
1
5
.
3

５
年

1
0
5
.
5

1
1
0
.
3

1
2
3
.
1

1
3
0
.
6

1
3
0
.
6

1
0
9
.
4

1
0
9
.
0

7
5
.
0

1
0
0
.
7

1
3
6
.
7

注
4

1
2
1
.
9

9
3
.
5

1
2
7
.
1

1
2
3
.
1

６
年

1
0
9
.
1

1
1
5
.
4

1
3
8
.
1

1
3
2
.
2

1
1
8
.
0

1
2
7
.
2

1
1
9
.
5

9
1
.
4

1
1
1
.
4

9
3
.
0

1
1
3
.
3

1
2
8
.
5

9
6
.
0

1
2
4
.
4

1
0
9
.
0

令
和

７
年

１
月

8
9
.
9

9
5
.
2

1
2
2
.
7

1
1
5
.
7

1
0
0
.
2

1
1
0
.
4

1
2
0
.
6

6
8
.
8

9
8
.
4

6
0
.
1

9
3
.
1

1
3
4
.
4

5
2
.
7

9
5
.
2

8
7
.
1

２
月

8
9
.
4

9
4
.
5

1
3
9
.
5

1
1
8
.
8

1
1
2
.
4

1
0
7
.
9

1
1
2
.
8

7
1
.
1

9
6
.
0

6
3
.
8

8
7
.
2

9
1
.
0

注
4

9
8
.
4

8
9
.
7

３
月

9
5
.
2

9
5
.
6

1
2
3
.
0

1
1
8
.
7

1
0
0
.
5

1
1
0
.
2

9
4
.
7

7
0
.
4

9
7
.
2

6
2
.
8

8
9
.
0

9
1
.
0

注
4

9
7
.
6

8
6
.
2

４
月

9
0
.
8

9
5
.
8

1
2
8
.
8

1
2
0
.
0

9
4
.
9

1
1
3
.
4

9
5
.
4

7
6
.
3

9
1
.
8

1
5
5
.
1

9
0
.
6

9
2
.
7

注
4

9
3
.
0

9
3
.
1

平
成

2
8
年

平
均

-
5
.
1

-
3
.
0

2
.
9

-
0
.
3

-
7
.
6

6
.
9

-
1
7
.
8

-
4
.
7

-
7
.
7

-
1
7
.
7

-
4
.
2

-
3
.
7

注
4

-
5
.
1

-
5
.
1

2
9
年

4
.
0

3
.
0

1
6
.
9

3
.
8

3
.
5

8
.
2

-
2
.
1

2
0
.
1

-
0
.
3

1
7
.
2

8
.
7

3
.
6

注
4

-
1
.
2

3
.
6

3
0
年

-
0
.
6

-
0
.
2

0
.
6

-
6
.
2

6
.
4

-
3
0
.
3

5
.
8

-
5
.
4

3
.
0

5
.
2

4
.
2

-
7
.
4

注
4

-
8
.
8

1
1
.
5

平
成

3
1
年

令
和

元
年

1
.
0

-
1
.
2

-
1
2
.
8

-
8
.
9

-
1
2
.
5

1
7
.
0

2
.
7

8
.
1

4
.
3

-
7
.
0

2
.
7

-
1
6
.
1

注
4

2
.
6

2
.
5

２
年

-
1
.
2

-
3
.
0

-
3
.
5

-
1
4
.
7

-
6
.
2

-
1
.
5

-
7
.
5

7
.
3

-
3
.
7

0
.
3

7
.
9

3
.
5

注
4

-
5
.
1

-
6
.
5

３
年

-
2
.
1

2
.
3

5
.
1

1
8
.
5

5
.
4

-
2
.
6

-
1
.
0

-
1
5
.
8

-
3
.
2

1
5
.
8

1
0
.
8

-
2
.
0

注
4

9
.
6

-
7
.
4

４
年

5
.
9

3
.
9

1
2
.
9

1
.
8

1
6
.
4

1
.
6

1
8
.
3

-
5
.
3

0
.
8

注
4

5
.
1

1
4
.
9

4
6
.
3

8
.
7

2
4
.
5

５
年

1
.
7

3
.
8

3
.
7

8
.
2

6
.
4

1
0
.
5

-
6
.
9

-
6
.
0

3
.
1

4
.
0

注
4

8
.
3

-
3
1
.
2

6
.
6

6
.
8

６
年

3
.
6

3
.
0

1
2
.
3

0
.
8

-
8
.
7

1
2
.
0

9
.
1

1
3
.
4

7
.
9

-
3
2
.
4

-
8
.
3

4
.
5

1
.
4

-
5
.
3

-
6
.
4

令
和

７
年

１
月

0
.
3

-
0
.
5

3
.
8

-
2
1
.
1

-
7
.
1

1
2
.
3

-
1
0
.
0

-
0
.
3

1
7
.
3

2
.
4

1
3
.
5

3
9
.
6

-
2
6
.
9

-
0
.
4

-
5
.
4

２
月

1
.
6

4
.
0

1
3
.
3

1
0
.
2

-
0
.
5

5
.
1

-
2
4
.
0

-
0
.
3

1
5
.
0

3
.
2

4
.
7

-
1
0
.
9

注
4

3
.
4

3
.
1

３
月

1
.
0

2
.
1

3
.
4

1
4
.
5

-
9
.
0

7
.
0

-
5
.
4

-
4
.
1

1
0
.
3

-
3
.
2

4
.
6

-
1
4
.
8

注
4

-
0
.
5

-
4
.
4

４
月

-
2
.
2

-
2
.
7

5
.
5

1
0
.
9

-
1
3
.
3

2
1
.
5

-
8
.
3

-
2
.
1

-
0
.
4

-
2
.
6

-
0
.
5

-
1
1
.
0

注
4

-
1
5
.
8

0
.
2

注
１

：
事

業
所

規
模

５
人

以
上

。

注
３

：
指

数
は

令
和

2
年

（
2
0
2
0
年

）
＝

1
0
0
。

注
２

：
「

調
査

産
業

計
」

は
日

本
標

準
産

業
分

類
の

鉱
業

～
サ

ー
ビ

ス
業

の
合

計
。

注
４

：
サ

ン
プ

ル
不

足
の

た
め

非
公

表
。

資
料

出
所

：
岐

阜
県

環
境

エ
ネ

ル
ギ

ー
生

活
部

統
計

課
｢
毎

月
勤

労
統

計
調

査
｣

産
業

別
常

用
労

働
者

現
金

給
与

総
額

指
数

（
岐

阜
県

）

　
　

　
 
産

業

 
年

月

指
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
数

対
前

年
（

同
月

）
増

減
率

（
％

）
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産

業

 
年

月

調
　

査
産

業
計

製
造

業
繊

維
工

業
木

材
・

木
製

品
家

具
装

備
品

パ
ル

プ
・

紙
印

刷
窯

業
・

土
石

製
品

金
属

製
品

業
務

用
機

械
器

具

電
子
部
品

・
デ
バ
イ
ス

電
　

　
気

機
械

器
具

情
報

通
信

機
械

器
具

輸
送

用
機

械
器

具
卸

売
・

小
売

業

平
成

２
８

年
2
3
0
,
1
2
6

2
6
3
,
7
2
7

1
8
5
,
3
5
7

2
7
1
,
6
5
6

2
6
3
,
8
0
5

2
7
3
,
9
1
9

2
3
6
,
8
8
4

2
2
9
,
5
8
5

2
6
7
,
5
8
4

2
5
7
,
9
9
0

2
5
4
,
2
3
0

2
5
2
,
8
4
4

注
２

3
3
0
,
3
8
2

1
7
5
,
7
8
3

２
９

年
2
3
9
,
1
4
3

2
7
2
,
2
2
0

2
1
5
,
5
0
8

2
7
5
,
9
0
1

2
7
0
,
9
2
3

2
9
2
,
5
0
7

2
4
0
,
4
2
9

2
7
7
,
5
5
4

2
5
4
,
7
7
1

2
6
2
,
7
6
6

2
8
3
,
8
6
9

2
6
3
,
5
7
0

注
２

3
2
4
,
7
5
0

1
8
1
,
1
0
9

３
０

年
2
3
7
,
7
6
5

2
6
8
,
9
2
5

2
1
5
,
3
1
8

2
5
7
,
2
2
9

2
9
4
,
6
4
2

2
2
0
,
8
3
6

2
6
1
,
0
7
7

2
6
0
,
7
4
3

2
7
5
,
4
9
5

2
7
7
,
1
8
1

2
7
4
,
2
2
1

2
5
2
,
1
7
5

注
２

2
9
2
,
7
5
2

1
9
9
,
8
5
3

平
成

３
１

年
令

和
　

元
年

2
4
0
,
3
9
8

2
6
8
,
1
0
7

1
9
8
,
0
5
6

2
4
5
,
8
0
0

2
5
1
,
2
1
1

2
5
2
,
1
3
4

2
6
7
,
0
4
8

2
7
2
,
4
7
2

2
7
2
,
8
7
3

2
5
1
,
7
3
4

2
8
4
,
5
2
7

2
1
1
,
7
5
8

注
２

3
0
7
,
8
9
5

2
0
5
,
1
8
8

２
年

2
3
7
,
1
4
5

2
5
9
,
0
6
2

1
8
5
,
5
5
6

2
1
7
,
7
1
0

2
3
5
,
2
5
5

2
5
0
,
2
5
1

2
5
1
,
4
9
7

2
8
0
,
7
5
7

2
5
5
,
2
6
1

2
5
9
,
6
7
0

3
0
2
,
4
7
9

2
2
8
,
4
0
4

注
２

2
9
2
,
4
1
7

1
9
1
,
9
6
1

３
年

2
3
3
,
9
4
9

2
6
8
,
8
1
7

1
9
5
,
3
5
5

2
5
4
,
0
2
3

2
3
9
,
9
6
2

2
5
0
,
0
8
8

2
3
7
,
8
8
5

2
4
9
,
5
3
6

2
5
9
,
7
6
9

3
2
3
,
1
3
9

3
1
2
,
9
9
0

2
2
4
,
3
2
3

注
２

3
3
1
,
6
7
3

1
8
0
,
6
9
6

４
年

2
4
4
,
7
6
7

2
7
3
,
9
1
7

2
0
5
,
9
5
3

2
5
4
,
7
1
9

2
7
8
,
5
8
7

2
3
9
,
4
7
8

2
7
1
,
9
5
5

2
3
5
,
6
5
8

2
6
6
,
8
1
3

注
２

3
2
1
,
0
2
6

2
5
3
,
0
2
8

3
6
2
,
8
4
2

3
3
8
,
0
9
0

2
1
5
,
6
5
5

５
年

2
4
5
,
5
7
9

2
7
9
,
4
8
2

2
2
0
,
9
5
8

2
7
3
,
0
2
8

2
9
3
,
5
4
5

2
5
7
,
0
0
7

2
4
6
,
0
9
0

2
2
7
,
3
7
8

2
6
4
,
5
6
1

3
4
6
,
3
5
4

注
２

2
6
7
,
4
0
8

2
7
7
,
6
1
3

3
4
5
,
3
7
1

2
2
4
,
2
9
2

６
年

2
5
0
,
8
3
8

2
9
0
,
5
4
1

2
4
5
,
3
1
6

2
5
2
,
0
1
6

2
7
6
,
3
1
1

3
0
1
,
6
1
2

2
7
0
,
4
4
6

2
5
6
,
4
1
0

2
8
6
,
0
0
0

2
2
2
,
4
1
2

3
5
3
,
9
4
6

2
8
6
,
9
8
6

2
7
3
,
8
7
4

3
5
8
,
0
3
7

2
0
0
,
7
8
7

令
和

７
年

１
月

2
4
6
,
8
7
3

2
8
8
,
6
2
7

2
3
4
,
2
8
4

2
6
9
,
6
5
3

2
6
0
,
0
6
9

3
2
6
,
9
2
1

2
5
1
,
9
9
6

2
3
9
,
6
4
0

3
0
5
,
3
3
5

2
0
8
,
2
0
3

3
4
4
,
5
2
0

3
0
1
,
6
7
3

2
0
1
,
7
5
4

3
4
9
,
7
4
4

1
9
2
,
2
3
1

　
　

　
２

月
2
5
0
,
1
6
7

2
9
5
,
3
7
6

2
5
0
,
1
6
2

2
7
6
,
5
7
7

2
6
7
,
4
7
3

3
1
9
,
1
6
1

2
6
6
,
8
4
1

2
4
9
,
9
3
3

3
1
1
,
6
9
5

2
2
0
,
9
2
6

3
4
7
,
9
2
1

2
4
8
,
5
8
6

注
２

3
6
1
,
7
9
7

1
9
4
,
1
6
8

　
　

　
３

月
2
4
9
,
8
9
8

2
9
2
,
7
9
9

2
4
8
,
0
8
6

2
7
6
,
4
5
6

2
5
8
,
5
8
6

3
2
6
,
2
9
9

2
6
0
,
3
1
3

2
4
7
,
6
3
3

3
1
5
,
1
4
0

2
1
7
,
6
6
3

3
5
5
,
1
5
2

2
4
3
,
6
1
9

注
２

3
5
8
,
7
1
8

1
9
0
,
7
4
4

　
　

　
４

月
2
5
1
,
7
0
4

2
9
2
,
5
6
4

2
5
7
,
4
3
0

2
7
9
,
4
5
4

2
5
4
,
1
6
0

3
2
6
,
3
9
6

2
6
1
,
8
1
5

2
6
8
,
2
2
5

2
9
7
,
9
5
2

2
4
5
,
2
8
3

3
6
1
,
4
9
9

2
4
7
,
8
1
5

注
２

3
4
2
,
1
4
7

2
0
0
,
2
3
0

注
１

：
事

業
所

規
模

は
５

人
以

上
。

注
２

資
料

出
所

：
岐

阜
県

環
境

エ
ネ

ル
ギ

ー
生

活
部

統
計

課
　

「
毎

月
勤

労
統

計
調

査
」

産
業

別
常

用
労

働
者

き
ま

っ
て

支
給

す
る

給
与

の
推

移
（

岐
阜

県
）

（
単

位
：

円
）

：
サ

ン
プ

ル
不

足
の

た
め

非
公

表
。
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調
　

査
産

業
計

製
造

業
繊

維
工

業
木

材
・

木
製

品
家

具
・

装
備

品

パ
ル

プ
・

紙
・

紙
加

工
品

印
刷

・
同

関
連

業
窯

業
・

土
石

製
品

金
属

製
品

業
務

用
機

械
器

具

電
子

部
品

・
デ

バ
イ

ス

電
　

　
気

機
械

器
具

情
報

通
信

機
械

器
具

輸
送

用
機

械
器

具
卸

売
・

小
売

業

平
成

2
8
年

平
均

9
7
.
1

1
0
1
.
8

9
9
.
9

1
2
6
.
1

1
1
2
.
2

1
0
9
.
5

9
4
.
1

8
1
.
8

1
0
4
.
8

9
9
.
4

8
4
.
0

1
1
0
.
7

注
4

1
1
3
.
0

9
1
.
6

2
9
年

1
0
0
.
9

1
0
5
.
1

1
1
6
.
1

1
2
8
.
0

1
1
5
.
2

1
1
7
.
4

9
5
.
5

9
8
.
8

9
9
.
8

1
0
6
.
7

9
3
.
8

1
1
5
.
4

注
4

1
1
1
.
1

9
4
.
3

3
0
年

1
0
0
.
3

1
0
3
.
8

1
1
6
.
0

1
2
4
.
6

1
2
3
.
4

8
8
.
2

1
0
3
.
7

9
2
.
9

1
0
7
.
9

1
0
6
.
7

9
0
.
7

1
1
0
.
4

注
4

1
0
0
.
2

1
0
4
.
1

平
成

3
1
年

令
和

元
年

1
0
1
.
4

1
0
3
.
5

1
0
6
.
7

1
1
4
.
1

1
0
6
.
8

1
0
0
.
7

1
0
6
.
1

9
7
.
0

1
0
6
.
9

9
6
.
9

9
4
.
3

9
2
.
7

注
4

1
0
5
.
3

1
0
6
.
9

２
年

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

注
4

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

３
年

9
8
.
7

1
0
3
.
8

1
0
5
.
3

1
1
7
.
9

1
0
2
.
0

9
9
.
9

9
4
.
5

8
8
.
8

1
0
1
.
7

1
2
0
.
3

1
0
3
.
1

9
8
.
2

注
4

1
1
3
.
4

9
4
.
1

４
年

1
0
3
.
2

1
0
5
.
8

1
1
0
.
9

1
1
8
.
3

1
1
8
.
5

9
5
.
7

1
0
8
.
0

8
3
.
9

1
0
4
.
6

注
4

1
0
6
.
1

1
1
0
.
8

1
2
2
.
9

1
1
5
.
6

1
1
2
.
3

５
年

1
0
3
.
6

1
0
7
.
9

1
1
9
.
0

1
2
6
.
7

1
2
4
.
8

1
0
2
.
7

9
8
.
9

8
0
.
9

1
0
3
.
7

1
3
3
.
4

注
4

1
1
7
.
1

9
4
.
0

1
1
8
.
1

1
1
6
.
8

６
年

1
0
5
.
8

1
1
2
.
2

1
3
2
.
2

1
1
6
.
9

1
1
7
.
5

1
2
0
.
5

1
0
7
.
5

9
1
.
3

1
1
2
.
1

8
5
.
6

1
1
7
.
0

1
2
5
.
6

9
2
.
7

1
2
2
.
4

1
0
4
.
6

令
和

７
年

１
月

1
0
4
.
1

1
1
1
.
4

1
2
6
.
2

1
2
5
.
1

1
1
0
.
6

1
3
0
.
6

1
0
0
.
1

8
5
.
3

1
1
9
.
6

8
0
.
1

1
1
3
.
9

1
3
2
.
1

6
8
.
3

1
1
9
.
6

1
0
0
.
1

２
月

1
0
5
.
5

1
1
4
.
0

1
3
4
.
7

1
2
8
.
3

1
1
3
.
7

1
2
7
.
5

1
0
6
.
0

8
9
.
0

1
2
2
.
1

8
5
.
0

1
1
5
.
0

1
0
8
.
8

注
4

1
2
3
.
7

1
0
1
.
1

３
月

1
0
5
.
4

1
1
3
.
0

1
3
3
.
6

1
2
8
.
2

1
0
9
.
9

1
3
0
.
4

1
0
3
.
4

8
8
.
2

1
2
3
.
5

8
3
.
7

1
1
7
.
4

1
0
6
.
7

注
4

1
2
2
.
7

9
9
.
3

４
月

1
0
6
.
1

1
1
2
.
9

1
3
8
.
7

1
2
9
.
6

1
0
8
.
1

1
3
0
.
4

1
0
4
.
0

9
5
.
5

1
1
6
.
7

9
4
.
4

1
1
9
.
5

1
0
8
.
5

注
4

1
1
7
.
0

1
0
4
.
3

平
成

2
8
年

平
均

-
4
.
5

-
3
.
1

-
0
.
7

-
1
.
6

-
5
.
1

3
.
1

-
1
6
.
2

-
6
.
4

-
1
.
4

-
1
7
.
5

-
3
.
8

-
8
.
1

注
4

-
3
.
9

-
4
.
5

2
9
年

3
.
9

3
.
3

1
6
.
3

1
.
5

2
.
6

7
.
2

1
.
4

2
0
.
8

-
4
.
8

7
.
4

1
1
.
6

4
.
2

注
4

-
1
.
7

3
.
0

3
0
年

-
0
.
5

-
1
.
3

-
0
.
1

-
2
.
7

7
.
2

-
2
4
.
8

8
.
6

-
6
.
0

8
.
1

0
.
0

-
3
.
3

-
4
.
3

注
4

-
9
.
9

1
0
.
3

平
成

3
1
年

令
和

元
年

1
.
1

-
0
.
2

-
8
.
1

-
8
.
4

-
1
3
.
5

1
4
.
2

2
.
4

4
.
5

-
0
.
9

-
9
.
3

3
.
9

-
1
6
.
0

注
4

5
.
2

2
.
7

２
年

-
1
.
4

-
3
.
4

-
6
.
3

-
1
2
.
4

-
6
.
3

-
0
.
7

-
5
.
8

3
.
1

-
6
.
5

3
.
2

6
.
1

7
.
8

注
4

-
5
.
0

-
6
.
4

３
年

-
1
.
3

3
.
8

5
.
3

1
7
.
9

2
.
0

-
0
.
1

-
5
.
4

-
1
1
.
2

1
.
7

2
0
.
2

3
.
1

-
1
.
8

注
4

1
3
.
4

-
5
.
9

４
年

4
.
6

1
.
9

5
.
3

0
.
3

1
6
.
2

-
4
.
2

1
4
.
3

-
5
.
5

2
.
9

注
4

2
.
9

1
2
.
8

2
9
.
9

1
.
9

1
9
.
3

５
年

0
.
4

2
.
0

7
.
3

7
.
1

5
.
3

7
.
3

-
8
.
4

-
3
.
6

-
0
.
9

-
0
.
8

注
4

5
.
7

-
2
3
.
5

2
.
2

4
.
0

６
年

2
.
2

2
.
8

1
1
.
2

-
8
.
2

-
5
.
3

1
3
.
3

8
.
3

7
.
7

6
.
4

-
3
6
.
1

0
.
2

6
.
3

-
3
.
9

0
.
6

-
6
.
0

令
和

７
年

１
月

2
.
1

4
.
9

-
1
.
8

9
.
4

-
8
.
7

1
2
.
5

-
7
.
7

0
.
9

1
5
.
9

2
.
4

5
.
3

1
4
.
7

-
2
6
.
5

0
.
3

0
.
6

２
月

1
.
9

4
.
0

9
.
6

1
0
.
0

-
1
1
.
6

5
.
1

-
5
.
6

-
0
.
3

1
5
.
1

3
.
2

4
.
6

-
1
1
.
0

注
4

3
.
3

4
.
3

３
月

0
.
4

1
.
5

3
.
3

1
4
.
5

-
1
0
.
9

7
.
2

-
5
.
4

-
3
.
8

1
0
.
4

-
3
.
1

4
.
5

-
1
6
.
4

注
4

-
0
.
6

-
3
.
1

４
月

-
0
.
3

1
.
0

4
.
5

1
0
.
8

-
1
3
.
2

1
8
.
9

-
8
.
2

2
.
4

3
.
9

9
.
3

-
0
.
5

-
1
2
.
9

注
4

-
3
.
4

0
.
0

注
１

：
事

業
所

規
模

５
人

以
上

。

資
料

出
所

：
岐

阜
県

環
境

エ
ネ

ル
ギ

ー
生

活
部

統
計

課
｢
毎

月
勤

労
統

計
調

査
｣

産
業

別
常

用
労

働
者

き
ま

っ
て

支
給

す
る

給
与

指
数

（
岐

阜
県

）

 
　

　
　

　
産

 
業

 
年

 
月

指
　

　
　

　
　

　
　

　
　

数

対
前

年
（

同
月

）
増

減
率

（
％

）

注
３

：
指

数
は

令
和

2
年

（
2
0
2
0
年

）
＝

1
0
0
。

注
２

：
「

調
査

産
業

計
」

は
日

本
標

準
産

業
分

類
の

鉱
業

～
サ

ー
ビ

ス
業

の
合

計
。

注
５

：
基

準
値

改
訂

に
よ

り
現

時
点

は
非

公
表

。
注

４
：

サ
ン

プ
ル

不
足

の
た

め
非

公
表

。
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産

業

 
年

月

調
査

産
業

計
製

造
業

繊
維

工
業

木
材

・
木

製
品

家
具

装
備

品

パ
ル

プ
・

紙
・

紙
加

工
品

印
刷

窯
業

・
土

石
製

品
金

属
製

品
業

務
用

機
械

器
具

電
子
部
品

・
デ
バ
イ
ス

電
　

　
気

機
械

器
具

情
報

通
信

機
械

器
具

輸
送

用
機

械
器

具
卸

売
・

小
売

業

平
成

２
８

年
2
2
1
,
8
2
5

2
3
9
,
4
8
7

1
6
9
,
8
9
7

2
5
3
,
9
0
1

2
4
6
,
6
4
0

2
3
5
,
1
0
6

2
4
5
,
5
9
6

2
2
5
,
5
5
5

2
4
2
,
6
8
3

2
9
2
,
9
4
6

2
2
0
,
6
5
3

2
4
7
,
5
4
2

注
２

2
8
5
,
4
3
6

1
7
5
,
1
1
2

２
９

年
2
1
2
,
8
7
5

2
3
3
,
3
5
9

1
6
1
,
6
5
8

2
4
9
,
7
7
5

2
4
3
,
9
0
2

2
4
1
,
5
4
3

2
2
1
,
0
5
3

2
1
0
,
5
9
3

2
4
1
,
2
8
0

2
4
8
,
7
7
8

2
1
3
,
1
2
2

2
2
8
,
1
6
6

注
２

2
7
9
,
7
1
0

1
6
8
,
0
1
5

３
０

年
2
2
1
,
3
7
3

2
3
9
,
7
7
2

1
8
7
,
5
1
0

2
5
3
,
4
2
7

2
5
0
,
2
4
5

2
5
6
,
1
8
8

2
2
7
,
7
0
8

2
4
9
,
3
2
9

2
3
0
,
7
4
4

2
5
0
,
6
3
4

2
2
7
,
0
3
7

2
3
8
,
6
1
9

注
２

2
7
9
,
3
8
2

1
7
3
,
2
2
1

平
成

３
１

年
令

和
　

元
年

2
1
9
,
3
6
8

2
3
7
,
5
5
8

1
8
8
,
7
5
6

2
3
5
,
1
9
7

2
6
8
,
7
1
9

2
0
3
,
6
7
2

2
4
2
,
0
8
2

2
3
7
,
6
3
7

2
4
5
,
4
4
3

2
4
7
,
8
2
8

2
2
8
,
7
0
0

2
2
5
,
5
2
9

注
２

2
5
7
,
2
4
1

1
8
9
,
3
8
1

令
和

２
年

2
2
3
,
2
8
1

2
3
8
,
0
0
5

1
7
5
,
6
6
4

1
9
3
,
4
6
9

2
2
4
,
3
9
5

2
2
4
,
5
5
6

2
3
6
,
2
4
7

2
6
2
,
6
4
1

2
3
7
,
4
7
1

2
3
9
,
2
6
4

2
4
7
,
6
8
3

2
0
9
,
8
8
4

注
２

2
6
8
,
7
0
4

1
8
4
,
3
4
8

令
和

３
年

2
1
8
,
5
6
5

2
4
1
,
8
4
0

1
7
6
,
2
3
6

2
2
3
,
0
9
7

2
2
2
,
8
1
8

2
3
3
,
2
5
4

2
2
3
,
1
3
9

2
3
5
,
4
6
9

2
3
9
,
0
4
1

3
0
4
,
9
6
8

2
4
7
,
0
9
7

2
0
7
,
4
4
8

注
２

2
8
9
,
8
3
9

1
7
3
,
3
6
9

令
和

４
年

2
2
8
,
2
1
5

2
4
7
,
8
4
9

1
9
0
,
3
2
6

2
3
7
,
8
7
7

2
6
2
,
8
9
1

2
1
6
,
1
6
1

2
5
3
,
0
3
4

2
2
2
,
9
1
6

2
4
6
,
6
0
6

注
２

2
5
7
,
0
9
6

2
2
5
,
4
4
2

3
4
3
,
3
8
1

2
9
5
,
5
0
2

2
0
8
,
5
8
0

令
和

５
年

2
2
8
,
3
5
1

2
5
5
,
0
2
3

2
0
5
,
2
3
8

2
6
0
,
8
2
3

2
7
5
,
6
4
2

2
3
4
,
7
9
8

2
2
5
,
2
2
8

2
2
0
,
3
7
5

2
4
4
,
1
2
8

3
2
5
,
1
8
6

注
２

2
4
6
,
5
6
9

2
6
4
,
2
3
7

3
0
3
,
1
7
4

2
1
4
,
0
0
3

令
和

６
年

2
3
4
,
0
9
8

2
6
5
,
7
4
5

2
2
7
,
8
6
6

2
3
3
,
4
8
3

2
6
3
,
9
3
3

2
7
7
,
4
1
9

2
5
6
,
5
3
5

2
4
1
,
5
2
2

2
6
0
,
5
8
0

2
0
7
,
5
1
0

2
9
4
,
1
2
1

2
6
8
,
3
8
0

2
6
4
,
1
3
2

3
2
0
,
9
5
2

1
9
0
,
5
1
6

令
和

７
年

１
月

2
3
1
,
0
0
4

2
6
2
,
6
7
1

2
2
5
,
7
0
4

2
4
8
,
3
0
2

2
4
7
,
3
8
3

2
9
8
,
5
6
9

2
4
1
,
3
7
8

2
1
7
,
6
9
3

2
8
2
,
4
6
4

2
0
4
,
2
5
4

2
8
8
,
2
8
3

2
8
8
,
4
8
4

1
9
8
,
0
4
4

3
0
3
,
8
2
6

1
8
4
,
2
5
9

　
　

　
２

月
2
3
3
,
1
6
2

2
6
7
,
1
9
4

2
3
6
,
5
3
3

2
5
7
,
3
9
8

2
4
8
,
6
4
4

2
8
9
,
5
6
4

2
4
9
,
9
7
6

2
3
0
,
0
8
7

2
8
5
,
7
5
5

2
0
4
,
2
7
7

2
9
0
,
5
4
1

2
3
4
,
1
1
7

注
２

3
2
1
,
3
3
7

1
8
6
,
3
3
5

　
　

　
３

月
2
3
2
,
6
1
2

2
6
3
,
0
0
4

2
3
3
,
4
2
7

2
5
5
,
5
0
2

2
4
2
,
8
8
3

2
9
3
,
2
0
1

2
4
1
,
8
4
3

2
2
7
,
0
9
2

2
9
2
,
1
5
5

2
1
1
,
2
2
2

2
9
4
,
2
4
7

2
3
0
,
5
5
9

注
２

3
0
2
,
5
5
2

1
8
2
,
9
0
1

　
　

　
４

月
2
3
4
,
2
1
5

2
6
4
,
0
2
8

2
4
1
,
9
8
1

2
5
7
,
5
4
9

2
4
3
,
4
8
6

2
9
4
,
9
1
9

2
4
7
,
3
5
6

2
4
4
,
4
0
2

2
7
3
,
4
6
2

2
2
7
,
2
5
9

2
9
9
,
7
9
0

2
3
5
,
5
1
7

注
２

2
9
9
,
9
6
0

1
9
2
,
3
1
5

注
１

：
事

業
所

規
模

は
５

人
以

上
。

注
２

資
料

出
所

：
岐

阜
県

環
境

エ
ネ

ル
ギ

ー
生

活
部

統
計

課
　

「
毎

月
勤

労
統

計
調

査
」

産
業

別
常

用
労

働
者

所
定

内
給

与
の

推
移

（
岐

阜
県

）

（
単

位
：

円
）

：
サ

ン
プ

ル
数

が
少

な
い

た
め

非
公

表
。
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調
査

産
業

計
製

造
業

繊
維

工
業

木
材

・
木

製
品

家
具

・
装

備
品

パ
ル

プ
・

紙
・

紙
加

工
品

印
刷

・
同

関
連

業
窯

業
・

土
石

製
品

金
属

製
品

業
務

用
機

械
器

具

電
子

部
品

・
デ

バ
イ

ス

電
　

　
気

機
械

器
具

情
報

通
信

機
械

器
具

輸
送

用
機

械
器

具
卸

売
・

小
売

業

平
成

2
8
年

平
均

9
5
.
4

9
8
.
0

9
2
.
1

1
2
9
.
3

1
0
8
.
7

1
0
7
.
6

9
3
.
5

8
0
.
2

1
0
1
.
6

1
0
4
.
1

8
6
.
0

1
0
8
.
7

注
4

1
0
4
.
1

9
1
.
1

2
9
年

9
9
.
1

1
0
0
.
7

1
0
6
.
8

1
3
1
.
1

1
1
1
.
5

1
1
4
.
5

9
6
.
3

9
4
.
8

9
7
.
2

1
1
0
.
0

9
1
.
6

1
1
3
.
7

注
4

1
0
4
.
0

9
3
.
9

3
0
年

9
8
.
3

9
9
.
8

1
0
7
.
6

1
2
6
.
6

1
1
8
.
0

9
0
.
7

1
0
2
.
4

9
0
.
5

1
0
3
.
3

1
0
3
.
6

9
2
.
3

1
0
7
.
5

注
4

9
5
.
7

1
0
2
.
7

平
成

3
1
年

令
和

元
年

9
9
.
7

1
0
0
.
5

1
0
4
.
3

1
1
6
.
2

1
0
5
.
9

9
8
.
1

1
0
0
.
6

9
6
.
3

1
0
3
.
4

9
5
.
2

9
7
.
2

9
3
.
1

注
4

9
9
.
7

1
0
5
.
9

２
年

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

注
4

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

３
年

9
7
.
9

1
0
1
.
6

1
0
0
.
4

1
1
5
.
5

9
9
.
3

1
0
3
.
9

9
4
.
4

8
9
.
6

1
0
0
.
6

1
2
3
.
3

9
9
.
3

9
8
.
8

注
4

1
0
7
.
9

9
4
.
0

４
年

1
0
2
.
2

1
0
4
.
1

1
0
8
.
4

1
2
3
.
1

1
1
6
.
9

9
6
.
3

1
0
7
.
0

8
4
.
8

1
0
3
.
9

注
4

1
0
3
.
8

1
0
7
.
4

1
2
2
.
7

1
1
0
.
0

1
1
3
.
2

５
年

1
0
2
.
3

1
0
7
.
1

1
1
6
.
9

1
3
5
.
0

1
2
2
.
8

1
0
4
.
5

9
6
.
4

8
3
.
8

1
0
2
.
8

1
3
6
.
1

注
4

1
1
7
.
5

9
4
.
4

1
1
2
.
8

1
1
6
.
1

６
年

1
0
4
.
8

1
1
1
.
7

1
2
9
.
8

1
2
0
.
8

1
1
7
.
7

1
2
3
.
6

1
0
8
.
5

9
1
.
9

1
0
9
.
8

8
6
.
8

1
1
8
.
8

1
2
7
.
8

9
4
.
3

1
1
9
.
4

1
0
3
.
3

令
和

７
年

１
月

1
0
3
.
5

1
1
0
.
4

1
2
8
.
5

1
2
8
.
5

1
1
0
.
3

1
3
2
.
9

1
0
2
.
1

8
2
.
8

1
1
9
.
0

8
5
.
4

1
1
6
.
4

1
3
7
.
5

7
0
.
7

1
1
3
.
1

9
9
.
9

２
月

1
0
4
.
4

1
1
2
.
3

1
3
4
.
7

1
3
3
.
2

1
1
0
.
8

1
2
8
.
9

1
0
5
.
7

8
7
.
6

1
2
0
.
4

8
5
.
4

1
1
7
.
3

1
1
1
.
5

注
4

1
1
9
.
6

1
0
1
.
1

３
月

1
0
4
.
2

1
1
0
.
5

1
3
2
.
9

1
3
2
.
2

1
0
8
.
3

1
3
0
.
6

1
0
2
.
3

8
6
.
4

1
2
3
.
0

8
8
.
3

1
1
8
.
8

1
0
9
.
9

注
4

1
1
2
.
6

9
9
.
2

４
月

1
0
4
.
9

1
1
0
.
9

1
3
7
.
8

1
3
3
.
2

1
0
8
.
5

1
3
1
.
3

1
0
4
.
6

9
3
.
0

1
1
5
.
2

9
5
.
0

1
2
1
.
0

1
1
2
.
2

注
4

1
1
1
.
6

1
0
4
.
3

平
成

2
8
年

平
均

-
4
.
1

-
2
.
5

-
4
.
8

-
1
.
8

-
1
.
1

2
.
7

-
9
.
5

-
6
.
7

-
0
.
6

-
1
5
.
6

-
3
.
4

-
7
.
8

注
4

-
2
.
0

-
4
.
1

2
9
年

4
.
0

2
.
8

1
6
.
0

1
.
4

2
.
6

6
.
4

3
.
0

1
8
.
3

-
4
.
3

5
.
7

6
.
4

4
.
6

注
4

-
0
.
1

3
.
1

3
0
年

-
0
.
9

-
0
.
9

0
.
7

-
3
.
5

5
.
8

-
2
0
.
8

6
.
3

-
4
.
6

6
.
3

-
5
.
8

0
.
8

-
5
.
5

注
4

-
8
.
0

9
.
4

平
成

3
1
年

令
和

元
年

1
.
4

0
.
7

-
3
.
1

-
8
.
1

-
1
0
.
3

8
.
2

-
1
.
8

6
.
5

0
.
1

-
8
.
1

5
.
3

-
1
3
.
4

注
4

4
.
1

3
.
0

２
年

0
.
4

-
0
.
5

-
4
.
1

-
1
3
.
9

-
5
.
5

2
.
0

-
0
.
5

3
.
8

-
3
.
4

5
.
1

2
.
9

7
.
5

注
4

0
.
3

-
5
.
6

３
年

-
2
.
2

1
.
6

0
.
4

1
5
.
4

-
0
.
8

3
.
8

-
5
.
6

-
1
0
.
4

0
.
6

2
3
.
2

-
0
.
7

-
1
.
2

注
4

7
.
9

-
6
.
0

４
年

4
.
4

2
.
5

8
.
0

6
.
6

1
7
.
7

-
7
.
3

1
3
.
3

-
5
.
4

3
.
3

注
4

4
.
5

8
.
7

3
0
.
3

1
.
9

2
0
.
4

５
年

0
.
1

2
.
9

7
.
8

9
.
7

5
.
0

8
.
5

-
9
.
9

-
1
.
2

-
1
.
1

-
0
.
2

注
4

9
.
4

-
2
3
.
1

2
.
5

2
.
6

６
年
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【事業所規模５人以上】
（令和２年＝100）

区    分 年 月

前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比

% % % % %
平成30年平均 99.5 △1.5 116.6 15.2 103.6 △1.1 103.6 10.5 101.4 △7.2 2018年平均

令和元年 100.3 0.9 108.6 △6.7 102.3 △1.3 105.9 2.4 97.0 △4.5 2019

　　2 100.0 △0.2 100.0 △7.9 100.0 △2.1 100.0 △5.6 100.0 3.3 2020

　　3 98.2 △1.8 106.9 6.9 102.6 2.6 92.9 △7.1 99.4 △0.6 2021

　　4 101.2 3.1 103.6 △3.1 103.7 1.1 112.5 21.1 101.6 2.2 2022

　　5 99.2 △2.0 110.2 6.4 103.7 0.0 115.7 2.8 95.5 △6.0 2023

　　6 99.1 0.1 109.1 △3.3 104.8 △0.5 99.0 △9.5 103.1 4.2 2024

令和6年4月 85.3 1.4 96.0 3.4 90.5 1.3 85.4 △7.9 85.3 3.5 2024.4

5 82.4 △3.4 87.8 △10.1 84.7 △1.4 86.6 △11.0 86.9 △6.2 5

6 143.0 5.9 168.2 26.3 128.5 2.3 122.7 △13.9 162.7 22.0 6

7 115.2 △5.4 106.5 △34.3 148.5 △3.3 141.0 △2.7 93.7 △11.8 7

8 83.5 0.0 106.0 5.7 86.2 0.7 87.6 △6.3 84.8 1.1 8

9 81.1 △1.1 85.6 △11.0 85.3 △2.8 82.9 △5.9 85.1 3.4 9

10 82.1 0.4 89.0 △4.4 88.2 0.6 85.6 △3.2 84.5 4.8 10

11 85.8 1.1 90.4 △8.9 95.4 2.7 83.7 △7.9 86.3 2.4 11

12 176.2 △0.4 176.0 △9.7 188.3 △4.2 160.8 △18.1 197.7 11.0 12

令和7年1月 78.9 △4.9 81.0 △8.4 83.5 △5.8 76.4 △10.4 80.8 △4.6 2025.1

2 78.8 △3.3 82.7 △11.3 83.3 △1.1 79.1 △1.9 81.4 △3.7 2

3 83.8 △3.8 119.1 △0.5 84.2 △2.5 75.9 △8.9 91.8 △5.9 3

4 79.6 △6.7 83.7 △12.8 84.0 △7.2 81.7 △4.3 80.1 △6.1 4

   

【事業所規模30人以上】

（令和２年＝100）

区    分 年 月

前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比

% % % % %
平成30年平均 97.3 △3.6 100.9 10.8 104.7 △2.7 91.9 7.5 101.5 △6.6 2018年平均

令和元年 99.1 2.0 104.4 3.4 100.9 △3.6 100.1 8.9 94.6 △6.7 2019

　　2 100.0 1.0 100.0 △4.1 100.0 △0.7 100.0 0.1 100.0 5.7 2020

　　3 99.9 △0.1 97.8 △2.2 106.7 6.7 95.4 △4.6 101.4 1.4 2021

　　4 101.5 1.6 107.2 9.6 107.6 0.8 110.5 15.8 106.5 5.0 2022

　　5 98.1 △3.3 109.3 2.0 108.6 0.9 102.1 △7.6 102.7 △3.6 2023

　　6 99.1 2.5 108.1 △2.3 107.4 △1.1 80.9 △10.6 104.9 4.1 2024

令和6年4月 83.0 2.1 84.9 △5.7 89.4 △0.8 72.9 △6.2 86.1 4.0 2024.4

5 80.1 △2.0 81.1 △11.4 84.5 △2.5 72.0 △8.2 86.0 △9.7 5

6 148.6 13.1 197.1 16.2 135.7 2.9 84.0 15.5 180.3 23.3 6

7 115.3 △4.9 93.6 △37.8 158.4 △3.9 113.2 △18.1 89.8 △12.7 7

8 79.7 1.0 82.7 △8.9 84.7 △0.9 72.7 △5.3 84.6 2.1 8

9 79.4 0.5 82.6 △8.1 85.0 △2.9 71.4 △8.7 84.0 3.7 9

10 82.2 3.3 82.2 △8.4 91.1 2.8 78.8 △0.4 83.5 3.3 10

11 85.0 1.9 83.6 △8.6 96.6 1.3 72.2 △12.2 84.7 4.2 11

12 185.1 1.9 195.1 1.4 200.9 △5.6 120.7 △32.6 206.8 10.9 12

令和7年1月 77.1 △5.3 71.2 △8.7 81.8 △8.7 70.8 △0.8 79.0 △7.1 2025.1

2 76.9 △3.1 72.0 △13.3 83.4 △1.7 72.2 2.6 80.1 △5.9 2

3 84.1 △2.5 151.7 0.6 84.4 △1.4 71.9 2.9 91.1 △9.1 3

4 79.1 △4.7 72.6 △14.5 84.7 △5.3 79.7 9.3 79.9 △7.2 4

注意　各月の前年比は前年同月比である。

５表　実質賃金指数（現金給与総額）

調 査 産 業 計 建  設  業 製  造  業 卸売業・小売業 医療・福祉

各月の実質賃金指数＝
各月の（名目）賃金指数

×100
岐阜市の各月の消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）

調 査 産 業 計 建  設  業 製  造  業 卸売業・小売業 医療・福祉
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1.総論 

【総括判断】「岐阜県内経済は、緩やかに回復しつつある」 
 
項 目 前回（7年 1月判断） 今回（7年 4月判断） 

前回 
比較 

総括判断 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

（注）7年 4月判断は、前回 7年 1月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、緩やかに回復しつつある。雇用情勢は、緩

やかに改善しつつある。 

 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年 1月判断） 今回（7年 4月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 持ち直している 持ち直している 
 

生産活動 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

雇用情勢 緩やかに改善しつつある 緩やかに改善しつつある 
 

 

設備投資 6年度は増加見込み 6年度は増加見込み 
 

企業収益 6年度は減益見込み 6年度は増益見込み 
 

企業の 

景況感 

全産業の現状判断（6年 10-12月期）

は「下降」超 
全産業の現状判断（7 年 1-3 月期）は
「下降」超  

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 
 

公共事業 前年を上回っている 前年を下回っている 
 

企業倒産 件数は前年を下回っている 件数は前年並みとなっている 
 

 

【先行き】 

 先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えること

が期待されるが、米国の通商政策の影響による景気の下振れリスクが高まっている。加えて、

物価上昇の継続が消費者マインドの下振れ等を通じて個人消費に及ぼす影響なども、景気

を下押しするリスクとなっている。また、金融資本市場の変動等の影響に一層注意する必要

がある。 

 

 

 

 

 

  20



2.各論  

【個人消費】持ち直している 

百貨店・スーパー販売は、緩やかに持ち直しつつある。コンビニエンスストア販売

は、緩やかに持ち直しつつある。ドラッグストア販売は、堅調となっている。ホームセ

ンター販売は、緩やかに持ち直しつつある。家電大型専門店販売は、持ち直しつつある。

乗用車販売は、持ち直している。 

(主なヒアリング結果) 

➢ 節約志向の継続によりまとめ買いが増えたため、客数が前年を下回った月があった。【スーパー】 

➢ 前年の能登半島地震による需要増の反動があるほか、寒さの影響で園芸用品の販売不振の影響はある

ものの、防災・防犯関連商品が引き続き好調。【ホームセンター】 

➢ 気温が下がりエアコンが大きく売上を伸ばしたほか、新製品発売の効果もあり携帯電話が売上を牽引

した。【家電大型専門店】 

➢ 認証不正問題に伴うメーカーの生産停止がほぼ解消され、挽回生産が始まっており前期比で増加し

た。【自動車販売】 

 

【生産活動】緩やかに回復しつつある 

汎用・生産用・業務用機械は、弱い動きとなっている。輸送機械は、緩やかに回復

している。電気機械は、緩やかに回復しつつある。金属製品は、緩やかに回復しつつ

ある。窯業・土石は、弱い動きとなっている。プラスチックは、持ち直しの動きがみ

られる。 

(主なヒアリング結果) 

➢ 全体として低調。物価高による住宅価格の上昇及び金利上昇の影響を受けて住宅取得マインドが低下

し、住宅市場が低迷していることが要因。【汎用機械等】 

➢ 1月から海外向けは回復しつつあり、2月から国内向けも回復しつつある。このような中、生産台数

が足下で前年の水準を超えるなど好調となっている。4月以降も引き続きの増産が見込まれている。

【輸送機械】 

➢ 総じてみれば、自動車メーカーの挽回生産により需要は増加、これに伴い生産は堅調に推移してい

る。【輸送機械】 

 
 

【雇用情勢】緩やかに改善しつつある 

有効求人倍率は、おおむね横ばいで推移している。 

(主なヒアリング結果) 

➢ 今年は数十年ぶりに新卒がゼロになった。応募状況は人の取り合いもあって厳しい。昨年も数人しか

取れておらず、空白の世代が増えることを危惧している。【小売】 

➢ 非正規社員は一部エリアで不足感を感じており、都市部の店舗間での採用競争が激化している。人材

確保のために時給調整や採用活動を強化している。【小売】 

➢ 採用には苦労している。これまでほぼ地元からの就職であったが、地元にこだわらず、北陸や沖縄に

も出向いて企業説明会へ参加しており、実際に採用につながっている。【製造業】 

➢ 定年などの自然減はあるが、技能実習生でカバーしている。工場の従業員の募集はしていない一方

で、経理等の専門知識を有する者を中途採用で募集しているが、なかなか集まらない。【製造業】  
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1.本調査結果に関する問い合わせは下記にお願いします。 

財務省東海財務局 岐阜財務事務所 財務課 

TEL (058)247-4112 (ダイヤルイン) 

 

2.本調査結果の概要は下記ホームページでもご覧頂けます。 

https://lfb.mof.go.jp/tokai/gifu.htm 
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前
回
比
較

今
回
（
7
年
4
月
判
断
）

前
回
（

7年
1月
判
断
）

項
目

持
ち
直
し
て
い
る

【令
和

5年
10
月
判
断
以
来
、7
期
連
続
で
同
じ判

断
】

持
ち
直
して
い
る

個
人
消
費

緩
や
か
に
回
復
し
つ
つ
あ
る

【令
和

6年
10
月
判
断
以
来
、3
期
連
続
で
同
じ判

断
】

緩
や
か
に
回
復
しつ
つ
あ
る

生
産
活
動

緩
や
か
に
改
善
し
つ
つ
あ
る

【令
和

4年
10
月
判
断
以
来
、1

1期
連
続
で
同
じ判

断
】

緩
や
か
に
改
善
しつ
つ
あ
る

雇
用
情
勢

〔先
行
き
〕

先
行
き
に
つ
い
て
は
、雇

用
・所
得
環
境
の
改
善
や
各
種
政
策
の
効
果
が
緩
や
か
な
回
復
を
支
え
る
こと
が
期
待
され
る
が
、米

国
の
通
商
政
策
の
影

響
に
よ
る
景
気
の
下
振
れ
リス
クが
高
ま
って
い
る
。加

え
て
、物

価
上
昇
の
継
続
が
消
費
者
マイ
ンド
の
下
振
れ
等
を
通
じて
個
人
消
費
に
及
ぼ
す
影
響

な
ども
、景

気
を下

押
しす
る
リス
クと
な
って
い
る
。ま
た
、金

融
資
本
市
場
の
変
動
等
の
影
響
に
一
層
注
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

総
括
判
断
の
要
点

前
回
比
較

今
回
（
7
年
4
月
判
断
）

前
回
（

7年
1月
判
断
）

項
目

個
人
消
費
は
、
持
ち
直
し
て
い
る
。
生

産
活
動
は
、
緩
や
か
に
回
復
し
つ
つ
あ

る
。
雇
用
情
勢
は
、
緩
や
か
に
改
善
し

つ
つ
あ
る
。

緩
や
か
に
回
復
し
つ
つ
あ
る

【令
和

6年
10
月
判
断
以
来
、3
期
連
続
で
同
じ判

断
】

緩
や
か
に
回
復
しつ
つ
あ
る

総
括
判
断

※
7年

4月
判
断
は
、前

回
7年

1月
判
断
以
降
、足

下
の
状
況
ま
で
を
含
め
た
期
間
で
判
断
して
い
る
。

1
.岐
阜
県
内
の
経
済
情
勢
（
令
和
7
年
4
月
判
断
）
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前
回

比
較

今
回
（

7年
4月
判
断
）

前
回
（

7年
1月
判
断
）

緩
や
か
に
回
復
しつ
つ
あ
る

緩
や
か
に
回
復
しつ
つ
あ
る

総
括
判
断

持
ち直

して
い
る

持
ち直

して
い
る

個
人
消
費

緩
や
か
に
持
ち
直
しつ
つ
あ
る
。

緩
や
か
に
持
ち
直
しつ
つ
あ
る
。

（
百
貨
店
・ス
ー
パ
ー
）

緩
や
か
に
持
ち
直
しつ
つ
あ
る
。

緩
や
か
に
持
ち
直
しつ
つ
あ
る
。

（
コン
ビニ
エ
ンス
ス
トア
）

堅
調
とな
って
い
る
。

堅
調
とな
って
い
る
。

（
ドラ
ッグ
ス
トア
）

緩
や
か
に
持
ち
直
し
つ
つ
あ
る
。

一
進
一
退
の
状
況
に
あ
る
。

（
ホ
ー
ム
セ
ンタ
ー
）

持
ち
直
し
つ
つ
あ
る
。

この
とこ
ろ
持
ち
直
しの
動
きが
み
られ
る
。

（
家
電
）

持
ち
直
し
て
い
る
。

足
踏
み
の
状
況
に
あ
る
。

（
乗
用
車
）

緩
や
か
に
回
復
しつ
つ
あ
る

緩
や
か
に
回
復
しつ
つ
あ
る

生
産
活
動

弱
い
動
きと
な
って
い
る
。

弱
い
動
きと
な
って
い
る
。

（
汎
用
機
械
等
）

緩
や
か
に
回
復
し
て
い
る
。

緩
や
か
に
回
復
しつ
つ
あ
る
。

（
輸
送
機
械
）

緩
や
か
に
回
復
し
つ
つ
あ
る
。

持
ち
直
して
い
る
。

（
電
気
機
械
）

緩
や
か
に
回
復
しつ
つ
あ
る
。

緩
や
か
に
回
復
しつ
つ
あ
る
。

（
金
属
製
品
）

弱
い
動
きと
な
って
い
る
。

弱
い
動
きと
な
って
い
る
。

（
窯
業
・土
石
）

持
ち
直
しの
動
きが
み
られ
る
。

持
ち
直
しの
動
きが
み
られ
る
。

（
プ
ラス
チ
ック
）

緩
や
か
に
改
善
しつ
つ
あ
る

緩
や
か
に
改
善
しつ
つ
あ
る

雇
用
情
勢

お
お
む
ね
横
ば
い
で
推
移
して
い
る
。

お
お
む
ね
横
ば
い
で
推
移
して
い
る
。

（
有
効
求
人
倍
率
）

【前
回
と
の
比
較
（
個
人
消
費
、
生
産
活
動
、
雇
用
情
勢
）
】

1
.岐
阜
県
内
の
経
済
情
勢
（
令
和
7
年
4
月
判
断
）
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前
回

比
較

今
回
（

7年
4月
判
断
）

前
回
（

7年
1月
判
断
）

6年
度
は
増
加
見
込
み

6年
度
は
増
加
見
込
み

設
備
投
資

6
年
度
は
増
益
見
込
み

6年
度
は
減
益
見
込
み

企
業
収
益

全
産
業
の
現
状
判
断
（

7年
1-

3月
期
）
は

「下
降
」超

全
産
業
の
現
状
判
断
（

6年
10

-1
2月

期
）
は

「下
降
」超

企
業
の
景
況
感

前
年
を
下
回
って
い
る

前
年
を
下
回
って
い
る

住
宅
建
設

前
年
を
下
回
っ
て
い
る

前
年
を
上
回
って
い
る

公
共
事
業

件
数
は
前
年
並
み
と
な
っ
て
い
る

件
数
は
前
年
を
下
回
って
い
る

企
業
倒
産

【前
回
と
の
比
較
（
設
備
投
資
、
企
業
収
益
等
）
】

1
.岐
阜
県
内
の
経
済
情
勢
（
令
和
7
年
4
月
判
断
）
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節
約
志
向
の
継
続
に
より
まと
め
買
い
が
増
え
た
た
め
、

客
数
が
前
年
を下

回
った
月
が
あ
った
。
【ス
ー
パ
ー
】

前
年
の
能
登
半
島
地
震
に
よる
需
要
増
の
反
動
が
あ

る
ほ
か
、寒

さの
影
響
で
園
芸
用
品
の
販
売
不
振
の
影

響
は
あ
る
も
の
の
、防

災
・防
犯
関
連
商
品
が
引
き続

き好
調
。

【ホ
ー
ム
セ
ン
ター
】

気
温
が
下
が
りエ
アコ
ンが
大
き
く売
上
を伸

ば
した
ほ
か
、

新
製
品
発
売
の
効
果
も
あ
り携
帯
電
話
が
売
上
を牽

引
した
。

【家
電
大
型
専
門
店
】

認
証
不
正
問
題
に
伴
うメ
ー
カー
の
生
産
停
止
が
ほ
ぼ

解
消
され
、挽

回
生
産
が
始
ま
って
お
り前
期
比
で
増

加
した
。

【自
動
車
販
売
】

2
.個
人
消
費

～
持
ち
直
し
て
い
る
～
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（
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県
内
コン
ビニ
エン
ス
ス
トア
等
販
売
額
（
前
年
同
月
比
）

コン
ビニ
エ
ンス
ス
トア
販
売
額

ドラ
ッグ
ス
トア
販
売
額

ホ
ー
ム
セ
ンタ
ー
販
売
額

家
電
大
型
専
門
店
販
売
額

7年
2月

岐
阜
県

(▲
2.

6)
全
国

( 
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.9
)

7年
2月

コン
ビニ
エ
ンス
ス
トア

(▲
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ドラ
ッグ
ス
トア
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  3
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ホ
ー
ム
セ
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(
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家
電
大
型
専
門
店
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  7
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（
％
）

乗
用
車
販
売
（
登
録
・届
出
）
台
数
（
前
年
同
月
比
）

岐
阜
県

全
国

•百
貨
店
・ス
ー
パ
ー
販
売
は
、緩

や
か
に
持
ち
直
しつ

つ
あ
る
。

•コ
ン
ビニ
エ
ン
ス
ス
トア
販
売
は
、緩

や
か
に
持
ち
直
し

つ
つ
あ
る
。

•ド
ラッ
グ
ス
トア
販
売
は
、堅

調
とな
って
い
る
。

•ホ
ー
ム
セ
ンタ
ー
販
売
は
、緩

や
か
に
持
ち
直
しつ
つ
あ

る
。

•家
電
大
型
専
門
店
販
売
は
、持

ち
直
しつ
つ
あ
る
。

•乗
用
車
販
売
は
、持

ち
直
して
い
る
。

（
資
料
）
経
済
産
業
省
（
注
）
全
店
ベ
ー
ス

（
資
料
）
経
済
産
業
省
（
注
）
全
店
ベ
ー
ス

（
資
料
）
日
本
自
動
車
販
売
協
会
連
合
会
、全

国
軽
自
動
車
協
会
連
合
会

7年
2月

岐
阜
県

(
14

.4
)

全
国

(
18

.9
)
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今
年
は
数
十
年
ぶ
りに
新
卒
が
ゼ
ロに
な
った
。応

募
状
況
は
人
の
取
り合

い
も
あ
って
厳
しい
。昨

年
も
数
人
しか
取
れ
て
お
らず
、空

白
の
世
代
が
増

え
る
こと
を危

惧
して
い
る
。

【小
売
】

非
正
規
社
員
は
一
部
エリ
アで
不
足
感
を感

じて
お
り、
都
市
部
の
店
舗

間
で
の
採
用
競
争
が
激
化
して
い
る
。人

材
確
保
の
た
め
に
時
給
調
整
や

採
用
活
動
を強

化
して
い
る
。

【小
売
】

採
用
に
は
苦
労
して
い
る
。こ
れ
まで
ほ
ぼ
地
元
か
らの
就
職
で
あ
った
が
、

地
元
に
こだ
わ
らず
、北

陸
や
沖
縄
に
も
出
向
い
て
企
業
説
明
会
へ
参
加
し

て
お
り、
実
際
に
採
用
に
つ
な
が
って
い
る
。

【製
造
業
】

定
年
な
どの
自
然
減
は
あ
る
が
、技

能
実
習
生
で
カバ
ー
して
い
る
。工

場
の
従
業
員
の
募
集
は
して
い
な
い
一
方
で
、経

理
等
の
専
門
知
識
を
有
す

る
者
を中

途
採
用
で
募
集
して
い
る
が
、な
か
な
か
集
まら
な
い
。【
製
造
業
】

3
.生
産
活
動

～
緩
や
か
に
回
復
し
つ
つ
あ
る
～

4
.雇
用
情
勢

～
緩
や
か
に
改
善
し
つ
つ
あ
る
～
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鉱
工
業
生
産
指
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季
節
調
整
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岐
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全
国

(令
和

2年
＝

10
0）

7年
1月

岐
阜
県

( 
11

1.
5)

全
国

( 
  9

9.
9)

•
汎
用
・生
産
用
・業
務
用
機
械
は
、弱

い
動
き
とな
って
い
る
。

•
輸
送
機
械
は
、緩

や
か
に
回
復
して
い
る
。

•
電
気
機
械
は
、緩

や
か
に
回
復
しつ
つ
あ
る
。

•
金
属
製
品
は
、緩

や
か
に
回
復
しつ
つ
あ
る
。

•
窯
業
・土
石
は
、弱

い
動
き
とな
って
い
る
。

•
プ
ラス
チ
ック
は
、持

ち
直
しの
動
き
が
み
られ
る
。

全
体
とし
て
低
調
。物

価
高
に
よ
る
住
宅
価
格
の
上
昇
及
び
金
利
上
昇
の

影
響
を
受
け
て
住
宅
取
得
マ
イン
ドが
低
下
し、
住
宅
市
場
が
低
迷
して
い

る
こと
が
要
因
。

【汎
用
機
械
等
】

1月
か
ら海

外
向
け
は
回
復
しつ
つ
あ
り、

2月
か
ら国

内
向
け
も
回
復
しつ

つ
あ
る
。こ
の
よ
うな
中
、生

産
台
数
が
足
下
で
前
年
の
水
準
を
超
え
る
な
ど

好
調
とな
って
い
る
。4
月
以
降
も
引
き
続
き
の
増
産
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

【輸
送
機
械
】

総
じて
み
れ
ば
、自

動
車
メー
カー
の
挽
回
生
産
に
より
需
要
は
増
加
、こ

れ
に
伴
い
生
産
は
堅
調
に
推
移
して
い
る
。

【輸
送
機
械
】

•
有
効
求
人
倍
率
は
、お
お
む
ね
横
ば
い
で
推
移
して
い
る
。

（
資
料
）
岐
阜
県
、経

済
産
業
省

（
資
料
）
厚
生
労
働
省
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1.
本
調
査
結
果
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ
は
下
記
に
お
願
い
しま
す
。

財
務
省
東
海
財
務
局

岐
阜
財
務
事
務
所

財
務
課

TE
L

(0
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)2
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-4
11

2
(ダ
イヤ
ル
イン

)

2.
本
調
査
結
果
の
概
要
は
下
記
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も
ご
覧
頂
け
ます
。
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岐阜労働局職業安定部

、

◆

◆
〔図表１〕

◆

〔図表１〕　求人・求職・求人倍率の状況

６年 　５月 44,502 ▲ 0.3 28,551 0.4 1.56 ▲ 0.01 2.68 0.08
７年 　４月 40,596 ▲ 1.4 28,417 0.4 1.43 ▲ 0.02 2.44 ▲ 0.07
７年 　５月 41,006 1.0 28,617 0.7 1.43 0.00 2.49 0.05

・令和6年12月以前の季節調整値は、令和7年1月分公表時に新季節指数により改定されています。

　東海3県の景気は、緩やかに回復している。

　公共投資は、高水準で推移している。

　設備投資は、増加している。住宅投資は、弱い動きとなっている。

　輸出と生産は、増加基調にある。

　雇用・所得情勢は、緩やかに改善している。

  消費者物価（除く生鮮食品）は、前年を上回っている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【日本銀行名古屋支店】

　５月の景気動向を前年同月比の景況感ＤＩ値で見ると、好転５、悪化２７で、ＤＩ値はマイナス２２となり、前月のＤ
Ｉ値マイナス２３に対し、１ポイントの改善となった。業種別の景気動向を前年同月比の景況感ＤＩ値で見ると、製造業
のＤＩ値はマイナス２２となり、前月比１２ポイントの改善、非製造業のＤＩ値はマイナス２１となり、前月比９ポイントの
悪化となった。
　なお、回答のあった７０業種のうち、前月調査より景況感が改善したとする業種は、製造業においては、家具、紙加工品、
印刷、陶磁器（工業）の４業種（前月比＋１業種）であり、悪化したとする業種は、０業種（前月比－４業種）で
あった。
　また、非製造業において改善したとする業種は、商店街（岐阜）の１業種（前月比－３業種）であり、悪化したとする
業種は、水産物商業、中古自動車販売、石油製品販売、電気工事の4業種（前月比＋2業種）であった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【岐阜県中小企業団体中央会】

(注) ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、
       求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

　５月の新規求人倍率（季節調整値）は、前月より0.05ポイント上昇し、2.49倍となった。

令和7年6月27日（金）公表

最 近 の 雇 用 失 業 情 勢 　　　　　令和７年５月　　　

　5月の労働力需給状況を見ると、新規求人数（原数値）は13,953人で前年同月比12.4％減少、有効求人数（原
数値）は40,227人で前年同月比8.3％減少となった。

　一方、新規求職者数（原数値）は、5,909人で前年同月比8.1％減少、有効求職者数（原数値）は30,317人で
前年同月比0.5％減少となった。

有　効　求　人　倍　率　の　状　況　
　５月の有効求人数（季節調整値）は前月より1.0％増加し41,006人となり、有効求職者数（季節調整値）は前
月より0.7％増加し28,617人となった。
　その結果、有効求人倍率（季節調整値）は、前月から変わらず1.43倍となり、4か月連続で1.4倍台となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔図表１〕

　一般の有効求人倍率（季節調整値）は、前月より0.04ポイント上昇し1.60倍となり、パートの有効求人倍率（季
節調整値）は、前月より0.03ポイント低下し1.25倍となった。

前月比(P)

　５月の正社員有効求人数（原数値）は前年同月比6.6％減少し19,996人となり、正社員有効求職者数（原数
値）は前年同月より2.1%減少し15,848人となった。　その結果、正社員有効求人倍率（原数値）は、前年同月よ
り0.06ポイント低下し1.26倍となった。

〔図表１－２〕

区 分
　有効求人数 　有効求職者数 　有効求人倍率 　新規求人倍率

（季節調整値） 前月比(％) （季節調整値） 前月比(％) （季節調整値） 前月比(P) （季節調整値）
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〔図表１－２〕　正社員の求人・求職・求人倍率の状況

　
６年 　５月 21,405 1.0 1.6 16,190 0.7 1.0 1.32 0.00 0.01
７年 　４月 19,672 ▲ 1.6 ▲ 7.2 15,829 3.3 ▲ 1.6 1.24 ▲ 0.06 ▲ 0.08
７年 　５月 19,996 1.6 ▲ 6.6 15,848 0.1 ▲ 2.1 1.26 0.02 ▲ 0.06

・正社員関係の数値は、原数値。

◆

◆

〔図表２〕
◆

◆

〔図表５〕
〔図表２〕　主な産業別新規求人の状況（パートタイムを含む）

６年 　５月 15,925 1,282 2,415 118 697 2,786 553 3,784 2,652
７年 　４月 14,553 1,267 2,393 54 981 2,670 445 3,670 1,708
７年 　５月 13,953 1,099 2,042 87 684 2,383 479 3,910 1,737

前年同月比（％） ▲ 12.4 ▲ 14.3 ▲ 15.4 ▲ 26.3 ▲ 1.9 ▲ 14.5 ▲ 13.4 3.3 ▲ 34.5
※令和6年4月以降については令和5年7月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和6年3月以前については平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく
区分により表章したもの。

（製造業のうち主な業種）
区 分 食 料 品 繊 維 工 業 家具・装備品 プ ラ ス チ

ッ ク 製 品 窯 業 ・ 土 石 金 属 製 品 はん用，生産用，
業 務 用 機 械

電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・
電子回路，電気機
械，情報通信機械

輸 送 用 機 械

６年 　５月 526 128 53 98 196 196 344 153 258
７年 　４月 382 101 46 172 258 243 328 154 273
７年 　５月 406 84 44 114 149 191 257 103 277

前年同月比（％） ▲ 22.8 ▲ 34.4 ▲ 17.0 16.3 ▲ 24.0 ▲ 2.6 ▲ 25.3 ▲ 32.7 7.4
※主要業種は日本標準産業分類（H25.10改定 総務省）による。

　正社員 有効求人数 　正社員 有効求職者数 　正社員 有効求人倍率

（パートを除く常用
有効求職者）

区 分
前月比(％) 前月比(％) 前年同月比

(P)前月比(P)前年同月比
(％)

前年同月比
(％)

◆

　新規求人数（原数値）を雇用形態別にみると、常用（除くパート）は8,026人（前年同月比13.6％減）、パートタイム
は5,763人（前年同月比9.2％減）、臨時・季節は164人（前年同月比44.0％減）となった。
　また、事業所の従業員規模別でみると、29人以下規模層は8,586人（前年同月比18.3％減）、30人以上99人以下規
模層は3,652人（前年同月比4.9％減）、100人以上299人以下規模層は1,219人（前年同月比9.2％増）、300人
以上規模層は496人（前年同月比8.1%増）となった。

〔図表３・４〕

求　　人　　の　　動　　向　

  主な産業別の新規求人数（原数値）は、建設業1,099人（前年同月比14.3％減）で前年同月差183人の減少、製
造業2,042人（前年同月比15.4％減）で前年同月差373人の減少、情報通信業87人（前年同月比26.3%減）で前
年同月差31人の減少、運輸業，郵便業684人（前年同月比1.9％減）で前年同月差13人の減少、卸売業，小売業
2,383人（前年同月比14.5％減）前年同月差403人の減少、宿泊業，飲食サービス業479人（前年同月比13.4％
減）で前年同月差74人の減少、医療，福祉3,910人（前年同月比3.3%増）で前年同月差126人の増加、複合サービ
ス事業，サービス業1,737人（前年同月比34.5％減）で前年同月差915人の減少となった。
　製造業については、コロナ禍以前の令和元年度平均（2,817人）との比較では27.5％減で775人少ない状況となった。

  新規派遣求人数（常用、パートを含む）は171人で、前年同月比35.2％減となり、新規求人数（常用、パートを含む）に
占める割合は、1.3％で前年同月より0.4ポイント低下となった。
　また、前々年同月（令和5年5月）との比較では、新規派遣求人数（常用、パートを含む）は7.1％減となり、占有割合は
同水準となった。

　５月の新規求人数（原数値）は13,953人（前年同月比12.4％減）で、前年同月比は6か月連続の減少となった。

・正社員有効求人倍率は、正社員有効求人数をパートを除く常用有効求職者（フルタイムの派遣労働者や契約社員を希望する者が含まれる）で除して
算出。

区 分 複合サービス事業，サービ
ス業建 設 業

　５月の有効求人数（原数値）は40,227人（前年同月比8.3％減）で、前年同月比は12か月連続の減少となった。

　雇用形態別では、常用（除くパート）は22,949人（前年同月比7.6％減）、パートタイムは16,690人（前年同月比

8.9%減）、臨時・季節は588人（前年同月比19.2％減）で、すべての雇用形態において前年同月比は減少となった。

産 業 計 情 報 通 信 業 医 療 ， 福 祉運 輸 業 ，
郵 便 業

卸 売 業 ，
小 売 業製 造 業 宿 泊 業 ，

飲 食 サ ー ビ ス 業
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〔図表３〕　雇用形態別新規求人の状況
区 分 全数 常用(除くﾊﾟｰﾄ) 臨時・季節 パートタイム

６年 　５月 15,925 9,285 293 6,347
７年 　４月 14,553 8,006 214 6,333
７年 　５月 13,953 8,026 164 5,763

前年同月比（％） ▲ 12.4 ▲ 13.6 ▲ 44.0 ▲ 9.2

〔図表４〕　事業所規模別新規求人の状況（パートタイムを含む）
区 分 全 数 29 人 以 下 30 人 ～ 99 人 100 人 ～ 299 人 300 人 以 上

６年 　５月 15,925 10,508 3,842 1,116 459
７年 　４月 14,553 9,936 3,170 1,041 406
７年 　５月 13,953 8,586 3,652 1,219 496

前年同月比（％） ▲ 12.4 ▲ 18.3 ▲ 4.9 9.2 8.1

〔図表５〕　雇用形態別有効求人の状況

区 分 全 数 常 用 ( 除 くﾊ ﾟ ｰ ﾄ ) 臨時・季節 パートタイム

６年　 ５月 43,876 24,826 728 18,322
７年　 ４月 40,559 22,719 673 17,167
７年　 ５月 40,227 22,949 588 16,690

前年同月比（％） ▲ 8.3 ▲ 7.6 ▲ 19.2 ▲ 8.9

◆

〔図表６〕

◆

〔図表６〕
◆

〔図表７〕

  雇用形態別新規求職申込件数（原数値）は、常用（パートを除く）3,134件（前年同月比9.3％減）、パート
タイム2,767件（前年同月比6.7%減）、臨時・季節8件（前年同月比±0.0%）となり、臨時・季節を除く雇用形
態において前年同月比は減少となった。

・自営は、前月より2人増加し38人（前年同月比52.0%増）となり、
前年同月比は3か月ぶりに増加となった。

　５月の新規求職申込件数（原数値）は5,909件（前年同月比8.1％減）で、前年同月比は2か月連続の減
少となった。

  新規常用求職者の実態（パートを除く）

求　　職　　の　　動　　向　

  ◎無業者（離職後１年を超える者、専業主婦、学卒未就職者等）は167人（前年同月比24.8％減）で
　 　前年同月比は3か月ぶりに減少となった。

・離職者のうち自己都合離職者は、前月より360人減少し1,461人（前年同月比7.8%減）となり、
前年同月比は10か月連続減少となった。
・離職者のうち定年到達者は、前月より53人減少し73人（前年同月比10.6%増）となり、
前年同月比は3か月連続増加となった。

  ◎在職中の求職者数は1,003人（前年同月比7.1％減）で前年同月比は2か月連続減少となった。
 　　新規常用求職者に占める構成比は32.0％で、前年同月より0.7ポイント上回った。

  ◎離職者数は1,964人（前年同月比8.8％減）で前年同月比は4か月連続減少となった。
 　　新規常用求職者に占める構成比は62.7％で、2か月連続で60％を上回った。

・離職者のうち事業主都合離職者は、前月より270人減少し383人（前年同月比18.5％減）となり、
前年同月比は4か月連続減少となった。
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◆  年齢別新規常用求職者の動き（パートを除く）

　 〔図表８〕
◆

〔図表９〕
◆  安定所別求人・求職の動き

〔図表10〕

〔図表６〕　雇用形態別新規求職申込件数の状況

常用のうち
中高年齢者

６年 　５月 6,429 3,456 1,695 8 2,965
７年 　４月 7,786 3,927 2,044 10 3,849
７年 　５月 5,909 3,134 1,645 8 2,767

前年同月比（％） ▲ 8.1 ▲ 9.3 ▲ 2.9 0.0 ▲ 6.7

〔図表７〕　新規常用求職者の求職時の状況（パートタイムを除く）

定 年 到 達 事 業 主 都 合 自 己 都 合 自 営
６年　 ５月 1,080 2,154 66 470 1,585 25 222
７年　 ４月 1,066 2,639 126 653 1,821 36 222
７年　 ５月 1,003 1,964 73 383 1,461 38 167

前年同月比（％） ▲ 7.1 ▲ 8.8 10.6 ▲ 18.5 ▲ 7.8 52.0 ▲ 24.8

〔図表８〕　新規常用求職者の年齢別状況（パートタイムを除く）
区 分 常用求職者計 ２４歳以下 ２５～３４歳 ３５～４４歳 ４５～５４歳 ５５歳以上

６年　 ５月 3,456 492 722 547 773 922
７年　 ４月 3,927 458 788 637 827 1,217
７年　 ５月 3,134 381 613 495 737 908

前年同月比（％） ▲ 9.3 ▲ 22.6 ▲ 15.1 ▲ 9.5 ▲ 4.7 ▲ 1.5

〔図表９〕　雇用形態別有効求職者の状況

常用のうち中高
年齢者

６年 　５月 30,464 16,190 8,120 41 14,233
７年 　４月 29,991 15,829 8,022 30 14,132
７年 　５月 30,317 15,848 8,102 29 14,440

前年同月比（％） ▲ 0.5 ▲ 2.1 ▲ 0.2 ▲ 29.3 1.5  

区 分

常 用
( 除 く ﾊ ﾟ ｰ ﾄ )

パートタイム

　５月の有効求職者数（原数値）は30,317人（前年同月比0.5％減）で、前年同期比は減少となった。

　新規常用求職者数3,134人（前年同月比9.3％減）の状況を年齢層別にみると、24歳以下層では381人（前年同
月比22.6%減）、25歳以上34歳以下層では613人（前年同月比15.1%減）、35歳以上44歳以下層では495人
（前年同月比9.5％減）、45歳以上54歳以下層では737人（前年同月比4.7%減）、55歳以上層では908人（前
年同月比1.5％減）となり、すべての年齢層において前年同月比は減少となった。

無 業 者

区 分 全 数 臨時・季節 パートタイム

区 分 全 数

　５月の各ハローワークの有効求人倍率（原数値）は、ハローワーク揖斐を除くハローワークにおいて1倍を上回り、ハロー

ワーク恵那、中津川を除くハローワークにおいて前年同月を下回った。

　新規求人数（原数値）は、ハローワーク高山、恵那、岐阜八幡を除くハローワークにおいて前年同月を下回り、新規求職

申込件数（原数値）は、ハローワーク美濃加茂を除くハローワークにおいて前年同月を下回った。

　有効求人数（原数値）は、ハローワーク高山、恵那を除くハローワークにおいて前年同月を下回り、有効求職者数（原数

値）は、ハローワーク高山、関、岐阜八幡、美濃加茂を除くハローワークにおいて前年同月を下回った。

常 用
( 除 く ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ) 臨 時 ・ 季 節

在 職 者 離 職 者
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〔図表10〕　安定所別求人・求職の動き

求 人 求 職 求 人 求 職 当 月 前 年 同 月 同 比

局 計 ▲ 12.4 ▲ 8.1 ▲ 8.3 ▲ 0.5 1.33 1.44 ▲ 0.11
　 岐 阜 ▲ 16.9 ▲ 3.9 ▲ 9.6 ▲ 0.5 1.38 1.52 ▲ 0.14

大 垣 ▲ 11.6 ▲ 11.2 ▲ 6.3 ▲ 0.3 1.04 1.10 ▲ 0.06
（ 揖 斐 ） ▲ 26.1 ▲ 10.3 ▲ 1.9 ▲ 0.5 0.81 0.82 ▲ 0.01
多 治 見 ▲ 12.6 ▲ 13.8 ▲ 14.7 ▲ 2.9 1.82 2.07 ▲ 0.25
高 山 2.8 ▲ 3.3 6.3 8.0 1.24 1.26 ▲ 0.02
恵 那 13.0 ▲ 8.3 2.2 ▲ 2.9 1.05 1.00 0.05

関 ▲ 1.4 ▲ 11.1 ▲ 5.0 2.3 1.02 1.09 ▲ 0.07
（岐阜八幡） 15.7 ▲ 12.1 ▲ 5.7 0.2 1.07 1.14 ▲ 0.07
美 濃 加 茂 ▲ 17.5 0.3 ▲ 1.2 1.4 1.25 1.28 ▲ 0.03
中 津 川 ▲ 5.2 ▲ 18.6 ▲ 9.0 ▲ 13.4 1.43 1.36 0.07

（注1）パートタイムを含む全数による対前年同月増減率及び有効求人倍率（原数値）
（注2）大垣は（揖斐）出張所を、関は（岐阜八幡）出張所を含みます。

◆

◆

〔図表11〕

〔図表11〕　雇用形態別就職の状況

常用のうち
中高年齢者

６年 　５月 1,800 772 383 22 1,006
７年 　４月 1,862 769 391 14 1,079
７年 　５月 1,722 704 362 15 1,003

前年同月比（％） ▲ 4.3 ▲ 8.8 ▲ 5.5 ▲ 31.8 ▲ 0.3

区 分
新 規 （ ％ ） 有 効 （ ％ ） 有効求人倍率（倍）

パートタイム区 分

　雇用形態別では、常用（除くパート）が704人（前年同月比8.8％減）、パートタイムが1,003人（前年同月比
0.3％減）、臨時・季節が15人（前年同月比31.8%減）となり、すべての雇用形態において前年同月比は減少と
なった。

全 数 常 用
( 除 く ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ) 臨 時 ・ 季 節

５月の就職者数（原数値）は1,722人で、前年同月比4.3％減となり、10か月連続前年同月より減少となった。

就　　職　　の　　状　　況
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【参考1】一般職業紹介状況（全数、原数値）（新規学卒者を除きパートタイムを含む）
岐阜労働局職業安定部

原数値 対前年同
月比 原数値 対前年

同月差 原数値 対前年同月
比 原数値 対前年同

月比 原数値 対前年同月
比 原数値 対前年同月

比
件 ％ ％ ポイント 人 ％ 人 ％ 人 ％ 件 ％

21,355 ▲ 17.5 29.1 ▲ 6.4 447,700 ▲ 22.7 343,755 14.6 159,851 ▲ 20.3 73,349 0.6
22,047 3.2 32.1 3.0 503,610 12.5 338,536 ▲ 1.5 179,192 12.1 68,716 ▲ 6.3
21,356 ▲ 3.1 31.2 ▲ 0.9 546,394 22.0 329,803 ▲ 4.1 192,064 20.2 68,415 ▲ 0.4
21,386 0.1 30.6 ▲ 0.6 533,565 ▲ 2.3 338,212 2.5 186,329 ▲ 3.0 69,872 2.1
19,567 ▲ 8.5 28.4 ▲ 2.2 520,651 ▲ 2.4 342,566 1.3 180,003 ▲ 3.4 68,951 ▲ 1.3

4月 2,153 20.8 27.2 2.3 39,941 5.0 30,913 18.8 14,567 21.7 7,929 10.6
5月 1,879 48.3 33.5 11.5 39,027 14.3 30,340 16.3 12,920 15.9 5,612 ▲ 2.6
6月 2,019 9.0 35.5 10.1 39,228 14.4 29,585 5.3 14,429 7.7 5,688 ▲ 21.9
7月 1,781 ▲ 3.9 33.5 5.3 39,148 10.1 28,191 ▲ 3.1 14,558 6.4 5,309 ▲ 19.2
8月 1,552 ▲ 3.0 29.9 1.8 39,815 12.6 27,768 ▲ 6.6 13,199 17.5 5,194 ▲ 8.8
9月 1,846 ▲ 2.9 31.4 0.3 41,451 12.9 27,956 ▲ 8.0 15,606 10.2 5,877 ▲ 4.0
10月 1,830 ▲ 5.3 30.4 0.5 42,974 14.5 28,229 ▲ 8.2 16,564 14.1 6,019 ▲ 6.9
11月 1,774 3.0 35.0 1.0 43,418 14.3 27,828 ▲ 6.9 14,089 15.3 5,067 ▲ 0.0
12月 1,577 ▲ 3.0 37.0 0.0 43,404 15.5 26,506 ▲ 5.7 15,292 15.3 4,263 ▲ 2.9

1月 1,503 6.9 25.3 1.9 44,695 13.4 26,490 ▲ 4.2 17,121 9.2 5,939 ▲ 1.1
2月 1,827 3.0 33.5 3.9 45,207 12.4 26,730 ▲ 5.3 14,756 7.6 5,447 ▲ 9.0
3月 2,306 ▲ 12.6 36.2 ▲ 2.4 45,302 10.9 28,000 ▲ 5.8 16,091 8.2 6,372 ▲ 6.7
4月 1,868 ▲ 13.2 26.0 ▲ 1.2 44,330 11.0 28,813 ▲ 6.8 16,308 12.0 7,192 ▲ 9.3
5月 1,761 ▲ 6.3 29.5 ▲ 4.0 43,834 12.3 29,101 ▲ 4.1 14,392 11.4 5,974 6.5
6月 1,946 ▲ 3.6 34.3 ▲ 1.2 45,253 15.4 28,829 ▲ 2.6 16,895 17.1 5,679 ▲ 0.2
7月 1,628 ▲ 8.6 32.0 ▲ 1.5 45,222 15.5 27,673 ▲ 1.8 16,307 12.0 5,093 ▲ 4.1
8月 1,594 2.7 30.8 0.9 45,083 13.2 27,187 ▲ 2.1 14,365 8.8 5,176 ▲ 0.3
9月 1,755 ▲ 4.9 31.4 0.0 45,463 9.7 27,053 ▲ 3.2 16,517 5.8 5,584 ▲ 5.0
10月 1,812 ▲ 1.0 32.0 1.6 45,701 6.3 27,298 ▲ 3.3 17,188 3.8 5,655 ▲ 6.0
11月 1,652 ▲ 6.9 33.1 ▲ 1.9 45,569 5.0 26,728 ▲ 4.0 14,464 2.7 4,992 ▲ 1.5
12月 1,504 ▲ 4.6 34.9 ▲ 2.1 44,994 3.7 25,337 ▲ 4.4 15,550 1.7 4,306 1.0

1月 1,404 ▲ 6.6 22.4 ▲ 2.9 46,935 5.0 26,009 ▲ 1.8 18,655 9.0 6,254 5.3
2月 1,895 3.7 30.8 ▲ 2.7 47,227 4.5 27,343 2.3 15,639 6.0 6,159 13.1
3月 2,537 10.0 39.9 3.7 46,783 3.3 28,432 1.5 15,784 ▲ 1.9 6,351 ▲ 0.3
4月 1,945 4.1 25.4 ▲ 0.6 43,732 ▲ 1.3 29,413 2.1 15,401 ▲ 5.6 7,647 6.3
5月 1,970 11.9 31.9 2.4 43,184 ▲ 1.5 29,634 1.8 14,635 1.7 6,166 3.2
6月 1,891 ▲ 2.8 34.0 ▲ 0.3 43,072 ▲ 4.8 29,025 0.7 15,346 ▲ 9.2 5,558 ▲ 2.1
7月 1,619 ▲ 0.6 30.7 ▲ 1.3 43,166 ▲ 4.5 27,957 1.0 15,462 ▲ 5.2 5,268 3.4
8月 1,564 ▲ 1.9 28.2 ▲ 2.6 43,603 ▲ 3.3 27,890 2.6 14,845 3.3 5,553 7.3
9月 1,729 ▲ 1.5 29.3 ▲ 2.1 44,025 ▲ 3.2 28,295 4.6 15,300 ▲ 7.4 5,892 5.5
10月 1,885 4.0 31.8 ▲ 0.2 45,294 ▲ 0.9 28,621 4.8 16,959 ▲ 1.3 5,926 4.8
11月 1,754 6.2 34.9 1.8 44,755 ▲ 1.8 27,782 3.9 14,446 ▲ 0.1 5,024 0.6
12月 1,532 1.9 33.5 ▲ 1.4 44,159 ▲ 1.9 26,367 4.1 14,777 ▲ 5.0 4,577 6.3

1月 1,381 ▲ 1.6 22.3 ▲ 0.1 45,523 ▲ 3.0 26,853 3.2 17,781 ▲ 4.7 6,185 ▲ 1.1
2月 1,973 4.1 32.3 1.5 47,022 ▲ 0.4 27,919 2.1 16,563 5.9 6,101 ▲ 0.9
3月 2,143 ▲ 15.5 35.9 ▲ 4.0 46,030 ▲ 1.6 28,456 0.1 14,814 ▲ 6.1 5,975 ▲ 5.9
4月 1,890 ▲ 2.8 23.9 ▲ 1.5 44,240 1.2 29,935 1.8 15,625 1.5 7,901 3.3
5月 1,800 ▲ 8.6 28.0 ▲ 3.9 43,876 1.6 30,464 2.8 15,925 8.8 6,429 4.3
6月 1,663 ▲ 12.1 31.5 ▲ 2.5 43,053 ▲ 0.0 29,909 3.0 13,950 ▲ 9.1 5,278 ▲ 5.0
7月 1,632 0.8 28.9 ▲ 1.8 42,713 ▲ 1.0 29,250 4.6 14,833 ▲ 4.1 5,651 7.3
8月 1,483 ▲ 5.2 27.7 ▲ 0.5 42,652 ▲ 2.2 28,547 2.4 15,449 4.1 5,360 ▲ 3.5
9月 1,710 ▲ 1.1 29.9 0.6 42,532 ▲ 3.4 28,561 0.9 14,026 ▲ 8.3 5,710 ▲ 3.1
10月 1,704 ▲ 9.6 28.7 ▲ 3.1 44,383 ▲ 2.0 28,721 0.3 17,000 0.2 5,938 0.2
11月 1,518 ▲ 13.5 31.1 ▲ 3.8 43,866 ▲ 2.0 28,054 1.0 14,689 1.7 4,884 ▲ 2.8
12月 1,371 ▲ 10.5 32.3 ▲ 1.2 43,726 ▲ 1.0 26,464 0.4 14,032 ▲ 5.0 4,245 ▲ 7.3

1月 1,285 ▲ 7.0 20.9 ▲ 1.4 44,300 ▲ 2.7 26,945 0.3 16,865 ▲ 5.2 6,140 ▲ 0.7
2月 1,551 ▲ 21.4 29.0 ▲ 3.3 42,866 ▲ 8.8 27,374 ▲ 2.0 13,792 ▲ 16.7 5,348 ▲ 12.3
3月 1,960 ▲ 8.5 32.3 ▲ 3.6 42,444 ▲ 7.8 28,342 ▲ 0.4 13,817 ▲ 6.7 6,067 1.5
4月 1,862 ▲ 1.5 23.9 0.0 40,559 ▲ 8.3 29,991 0.2 14,553 ▲ 6.9 7,786 ▲ 1.5
5月 1,722 ▲ 4.3 29.1 1.1 40,227 ▲ 8.3 30,317 ▲ 0.5 13,953 ▲ 12.4 5,909 ▲ 8.1

新規求職申込件数

　

就職件数 就職率 月間有効求人数 月間有効求職者数 新規求人数

令和3年度
令和2年度

令和5年度
令和4年度

令和6年度
3年

7年

6年

5年

4年
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【参考２】一般職業紹介状況（全数、季節調整値）（新規学卒者を除きパートタイムを含む）
岐阜労働局職業安定部

有効求人倍率 新規求人倍率

季節調整値 前月比 季節調整値 前月比 季節調整値 季節調整値 前月比 季節調整値 前月比 季節調整値
　 人 ％ 人 ％ 倍 人 ％ 件 ％ 倍

4月 39,749 1.4 29,289 0.3 1.36 13,941 ▲ 1.9 5,902 0.3 2.36
5月 40,022 0.7 29,027 ▲ 0.9 1.38 14,129 1.3 5,743 ▲ 2.7 2.46
6月 40,152 0.3 28,517 ▲ 1.8 1.41 14,244 0.8 5,719 ▲ 0.4 2.49
7月 40,338 0.5 28,216 ▲ 1.1 1.43 14,709 3.3 5,836 2.0 2.52
8月 40,836 1.2 28,088 ▲ 0.5 1.45 14,912 1.4 5,710 ▲ 2.2 2.61
9月 41,629 1.9 27,855 ▲ 0.8 1.49 15,373 3.1 5,815 1.8 2.64
10月 42,368 1.8 27,909 0.2 1.52 15,351 ▲ 0.1 5,830 0.3 2.63
11月 43,253 2.1 28,212 1.1 1.53 15,525 1.1 5,816 ▲ 0.2 2.67
12月 43,834 1.3 28,271 0.2 1.55 16,000 3.1 5,653 ▲ 2.8 2.83

1月 43,739 ▲ 0.2 28,094 ▲ 0.6 1.56 15,205 ▲ 5.0 5,629 ▲ 0.4 2.70
2月 43,733 ▲ 0.0 27,598 ▲ 1.8 1.58 14,975 ▲ 1.5 5,383 ▲ 4.4 2.78
3月 43,623 ▲ 0.3 27,645 0.2 1.58 15,455 3.2 5,778 7.3 2.67
4月 44,624 2.3 27,548 ▲ 0.4 1.62 16,128 4.4 5,639 ▲ 2.4 2.86
5月 44,967 0.8 27,611 0.2 1.63 15,779 ▲ 2.2 5,772 2.4 2.73
6月 46,052 2.4 27,730 0.4 1.66 16,497 4.6 5,768 ▲ 0.1 2.86
7月 46,370 0.7 27,569 ▲ 0.6 1.68 16,263 ▲ 1.4 5,604 ▲ 2.8 2.90
8月 46,101 ▲ 0.6 27,281 ▲ 1.0 1.69 15,874 ▲ 2.4 5,367 ▲ 4.2 2.96
9月 45,848 ▲ 0.5 27,113 ▲ 0.6 1.69 16,197 2.0 5,578 3.9 2.90
10月 45,533 ▲ 0.7 27,158 0.2 1.68 16,397 1.2 5,735 2.8 2.86
11月 45,556 0.1 27,068 ▲ 0.3 1.68 16,095 ▲ 1.8 5,688 ▲ 0.8 2.83
12月 45,600 0.1 27,165 0.4 1.68 16,301 1.3 5,758 1.2 2.83

1月 45,530 ▲ 0.2 27,529 1.3 1.65 16,441 0.9 5,883 2.2 2.79
2月 45,289 ▲ 0.5 27,878 1.3 1.62 15,657 ▲ 4.8 5,743 ▲ 2.4 2.73
3月 44,544 ▲ 1.6 27,985 0.4 1.59 15,018 ▲ 4.1 5,693 ▲ 0.9 2.64
4月 44,131 ▲ 0.9 28,088 0.4 1.57 15,419 2.7 5,993 5.3 2.57
5月 44,354 0.5 28,006 ▲ 0.3 1.58 15,639 1.4 5,755 ▲ 4.0 2.72
6月 43,938 ▲ 0.9 27,866 ▲ 0.5 1.58 15,184 ▲ 2.9 5,626 ▲ 2.2 2.70
7月 44,394 1.0 27,911 0.2 1.59 15,617 2.9 5,842 3.8 2.67
8月 44,545 0.3 28,079 0.6 1.59 15,689 0.5 5,895 0.9 2.66
9月 44,821 0.6 28,313 0.8 1.58 15,344 ▲ 2.2 5,838 ▲ 1.0 2.63
10月 44,935 0.3 28,336 0.1 1.59 15,798 3.0 5,763 ▲ 1.3 2.74
11月 44,320 ▲ 1.4 28,251 ▲ 0.3 1.57 15,505 ▲ 1.9 5,800 0.6 2.67
12月 44,347 0.1 28,379 0.5 1.56 15,396 ▲ 0.7 6,142 5.9 2.51

1月 44,461 0.3 28,404 0.1 1.57 15,764 2.4 5,775 ▲ 6.0 2.73
2月 44,751 0.7 28,637 0.8 1.56 16,130 2.3 5,969 3.4 2.70
3月 44,791 0.1 28,439 ▲ 0.7 1.57 15,524 ▲ 3.8 5,845 ▲ 2.1 2.66
4月 44,613 ▲ 0.4 28,450 0.0 1.57 15,359 ▲ 1.1 5,909 1.1 2.60
5月 44,502 ▲ 0.2 28,551 0.4 1.56 15,653 1.9 5,831 ▲ 1.3 2.68
6月 44,441 ▲ 0.1 28,995 1.6 1.53 14,961 ▲ 4.4 5,812 ▲ 0.3 2.57
7月 43,751 ▲ 1.6 28,778 ▲ 0.7 1.52 14,360 ▲ 4.0 5,745 ▲ 1.2 2.50
8月 43,861 0.3 28,787 0.0 1.52 16,314 13.6 5,907 2.8 2.76
9月 43,300 ▲ 1.3 28,658 ▲ 0.4 1.51 14,567 ▲ 10.7 5,851 ▲ 0.9 2.49
10月 43,699 0.9 28,315 ▲ 1.2 1.54 14,944 2.6 5,613 ▲ 4.1 2.66
11月 43,818 0.3 28,551 0.8 1.53 15,635 4.6 5,658 0.8 2.76
12月 43,688 ▲ 0.3 28,458 ▲ 0.3 1.54 14,622 ▲ 6.5 5,622 ▲ 0.6 2.60

1月 43,232 ▲ 1.0 28,540 0.3 1.51 14,935 2.1 5,723 1.8 2.61
2月 40,685 ▲ 5.9 27,970 ▲ 2.0 1.45 13,626 ▲ 8.8 5,232 ▲ 8.6 2.60
3月 41,164 1.2 28,302 1.2 1.45 14,797 8.6 5,902 12.8 2.51
4月 40,596 ▲ 1.4 28,417 0.4 1.43 14,121 ▲ 4.6 5,798 ▲ 1.8 2.44
5月 41,006 1.0 28,617 0.7 1.43 13,927 ▲ 1.4 5,591 ▲ 3.6 2.49

(注)　季節調整法はセンサス局法Ⅱ(x-12-ARIMA)による。令和6年12月以前の数値は令和7年1月分公表時に新季節指数により改定されている。

新規求職申込件数月間有効求人数 月間有効求職者数 新規求人数

7年

6年

5年

4年

3年
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【参考３】　一般職業紹介状況（全数,増減値・率値）（新規学卒者を除きパートタイムを含む）
岐阜労働局職業安定部

項目
季　調 原　数 季　調 原　数 季　調 原　数 季　調 原　数

　 対前月 対前年 対前月 対前年 季　節 実　数 対前月 対前年 対前月 対前年 季　節 実　数
増減率 同　月 増減率 同　月 調整値 増減率 同　月 増減率 同　月 調整値

増減率 増減率 増減率 増減率
％ ％ ％ ％ 倍 倍 ％ ％ ％ ％ 倍 倍

令和2年度 － 14.6 － ▲ 22.7 － 1.30 － 0.6 － ▲ 20.3 － 2.18
令和3年度 － ▲ 1.5 － 12.5 － 1.49 － ▲ 6.3 － 12.1 － 2.61
令和4年度 － ▲ 4.1 － 22.0 － 1.66 － ▲ 0.4 － 20.2 － 2.81
令和5年度 － 2.5 － ▲ 2.3 － 1.58 － 2.1 － ▲ 3.0 － 2.67
令和6年度 － 1.3 － ▲ 2.4 － 1.52 － ▲ 1.3 － ▲ 3.4 － 2.61

3年 4月 0.3 18.8 1.4 5.0 1.36 1.29 0.3 10.6 ▲ 1.9 21.7 2.36 1.84
5月 ▲ 0.9 16.3 0.7 14.3 1.38 1.29 ▲ 2.7 ▲ 2.6 1.3 15.9 2.46 2.30
6月 ▲ 1.8 5.3 0.3 14.4 1.41 1.33 ▲ 0.4 ▲ 21.9 0.8 7.7 2.49 2.54
7月 ▲ 1.1 ▲ 3.1 0.5 10.1 1.43 1.39 2.0 ▲ 19.2 3.3 6.4 2.52 2.74
8月 ▲ 0.5 ▲ 6.6 1.2 12.6 1.45 1.43 ▲ 2.2 ▲ 8.8 1.4 17.5 2.61 2.54
9月 ▲ 0.8 ▲ 8.0 1.9 12.9 1.49 1.48 1.8 ▲ 4.0 3.1 10.2 2.64 2.66

10月 0.2 ▲ 8.2 1.8 14.5 1.52 1.52 0.3 ▲ 6.9 ▲ 0.1 14.1 2.63 2.75
11月 1.1 ▲ 6.9 2.1 14.3 1.53 1.56 ▲ 0.2 ▲ 0.0 1.1 15.3 2.67 2.78
12月 0.2 ▲ 5.7 1.3 15.5 1.55 1.64 ▲ 2.8 ▲ 2.9 3.1 15.3 2.83 3.59

4年 1月 ▲ 0.6 ▲ 4.2 ▲ 0.2 13.4 1.56 1.69 ▲ 0.4 ▲ 1.1 ▲ 5.0 9.2 2.70 2.88
2月 ▲ 1.8 ▲ 5.3 ▲ 0.0 12.4 1.58 1.69 ▲ 4.4 ▲ 9.0 ▲ 1.5 7.6 2.78 2.71
3月 0.2 ▲ 5.8 ▲ 0.3 10.9 1.58 1.62 7.3 ▲ 6.7 3.2 8.2 2.67 2.53
4月 ▲ 0.4 ▲ 6.8 2.3 11.0 1.62 1.54 ▲ 2.4 ▲ 9.3 4.4 12.0 2.86 2.27
5月 0.2 ▲ 4.1 0.8 12.3 1.63 1.51 2.4 6.5 ▲ 2.2 11.4 2.73 2.41
6月 0.4 ▲ 2.6 2.4 15.4 1.66 1.57 ▲ 0.1 ▲ 0.2 4.6 17.1 2.86 2.97
7月 ▲ 0.6 ▲ 1.8 0.7 15.5 1.68 1.63 ▲ 2.8 ▲ 4.1 ▲ 1.4 12.0 2.90 3.20
8月 ▲ 1.0 ▲ 2.1 ▲ 0.6 13.2 1.69 1.66 ▲ 4.2 ▲ 0.3 ▲ 2.4 8.8 2.96 2.78
9月 ▲ 0.6 ▲ 3.2 ▲ 0.5 9.7 1.69 1.68 3.9 ▲ 5.0 2.0 5.8 2.90 2.96

10月 0.2 ▲ 3.3 ▲ 0.7 6.3 1.68 1.67 2.8 ▲ 6.0 1.2 3.8 2.86 3.04
11月 ▲ 0.3 ▲ 4.0 0.1 5.0 1.68 1.70 ▲ 0.8 ▲ 1.5 ▲ 1.8 2.7 2.83 2.90
12月 0.4 ▲ 4.4 0.1 3.7 1.68 1.78 1.2 1.0 1.3 1.7 2.83 3.61

5年 1月 1.3 ▲ 1.8 ▲ 0.2 5.0 1.65 1.80 2.2 5.3 0.9 9.0 2.79 2.98
2月 1.3 2.3 ▲ 0.5 4.5 1.62 1.73 ▲ 2.4 13.1 ▲ 4.8 6.0 2.73 2.54
3月 0.4 1.5 ▲ 1.6 3.3 1.59 1.65 ▲ 0.9 ▲ 0.3 ▲ 4.1 ▲ 1.9 2.64 2.49
4月 0.4 2.1 ▲ 0.9 ▲ 1.3 1.57 1.49 5.3 6.3 2.7 ▲ 5.6 2.57 2.01
5月 ▲ 0.3 1.8 0.5 ▲ 1.5 1.58 1.46 ▲ 4.0 3.2 1.4 1.7 2.72 2.37
6月 ▲ 0.5 0.7 ▲ 0.9 ▲ 4.8 1.58 1.48 ▲ 2.2 ▲ 2.1 ▲ 2.9 ▲ 9.2 2.70 2.76
7月 0.2 1.0 1.0 ▲ 4.5 1.59 1.54 3.8 3.4 2.9 ▲ 5.2 2.67 2.94
8月 0.6 2.6 0.3 ▲ 3.3 1.59 1.56 0.9 7.3 0.5 3.3 2.66 2.67
9月 0.8 4.6 0.6 ▲ 3.2 1.58 1.56 ▲ 1.0 5.5 ▲ 2.2 ▲ 7.4 2.63 2.60

10月 0.1 4.8 0.3 ▲ 0.9 1.59 1.58 ▲ 1.3 4.8 3.0 ▲ 1.3 2.74 2.86
11月 ▲ 0.3 3.9 ▲ 1.4 ▲ 1.8 1.57 1.61 0.6 0.6 ▲ 1.9 ▲ 0.1 2.67 2.88
12月 0.5 4.1 0.1 ▲ 1.9 1.56 1.67 5.9 6.3 ▲ 0.7 ▲ 5.0 2.51 3.23

6年 1月 0.1 3.2 0.3 ▲ 3.0 1.57 1.70 ▲ 6.0 ▲ 1.1 2.4 ▲ 4.7 2.73 2.87
2月 0.8 2.1 0.7 ▲ 0.4 1.56 1.68 3.4 ▲ 0.9 2.3 5.9 2.70 2.71
3月 ▲ 0.7 0.1 0.1 ▲ 1.6 1.57 1.62 ▲ 2.1 ▲ 5.9 ▲ 3.8 ▲ 6.1 2.66 2.48
4月 0.0 1.8 ▲ 0.4 1.2 1.57 1.48 1.1 3.3 ▲ 1.1 1.5 2.60 1.98
5月 0.4 2.8 ▲ 0.2 1.6 1.56 1.44 ▲ 1.3 4.3 1.9 8.8 2.68 2.48
6月 1.6 3.0 ▲ 0.1 ▲ 0.0 1.53 1.44 ▲ 0.3 ▲ 5.0 ▲ 4.4 ▲ 9.1 2.57 2.64
7月 ▲ 0.7 4.6 ▲ 1.6 ▲ 1.0 1.52 1.46 ▲ 1.2 7.3 ▲ 4.0 ▲ 4.1 2.50 2.62
8月 0.0 2.4 0.3 ▲ 2.2 1.52 1.49 2.8 ▲ 3.5 13.6 4.1 2.76 2.88
9月 ▲ 0.4 0.9 ▲ 1.3 ▲ 3.4 1.51 1.49 ▲ 0.9 ▲ 3.1 ▲ 10.7 ▲ 8.3 2.49 2.46

10月 ▲ 1.2 0.3 0.9 ▲ 2.0 1.54 1.55 ▲ 4.1 0.2 2.6 0.2 2.66 2.86
11月 0.8 1.0 0.3 ▲ 2.0 1.53 1.56 0.8 ▲ 2.8 4.6 1.7 2.76 3.01
12月 ▲ 0.3 0.4 ▲ 0.3 ▲ 1.0 1.54 1.65 ▲ 0.6 ▲ 7.3 ▲ 6.5 ▲ 5.0 2.60 3.31

7年 1月 0.3 0.3 ▲ 1.0 ▲ 2.7 1.51 1.64 1.8 ▲ 0.7 2.1 ▲ 5.2 2.61 2.75
2月 ▲ 2.0 ▲ 2.0 ▲ 5.9 ▲ 8.8 1.45 1.57 ▲ 8.6 ▲ 12.3 ▲ 8.8 ▲ 16.7 2.60 2.58
3月 1.2 ▲ 0.4 1.2 ▲ 7.8 1.45 1.50 12.8 1.5 8.6 ▲ 6.7 2.51 2.28
4月 0.4 0.2 ▲ 1.4 ▲ 8.3 1.43 1.35 ▲ 1.8 ▲ 1.5 ▲ 4.6 ▲ 6.9 2.44 1.87
5月 0.7 ▲ 0.5 1.0 ▲ 8.3 1.43 1.33 ▲ 3.6 ▲ 8.1 ▲ 1.4 ▲ 12.4 2.49 2.36

新規求人数 新規求人倍率月間有効求職者数 月間有効求人数 有効求人倍率 新規求職申込件数
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生産年齢人口の減少が進む中で、将来にわたって必要なサービスを安心して受けら

れるよう、その担い手を確保することは喫緊の課題である。 

 公定価格の分野においても、医療・介護・障害福祉等における賃上げ、経営の安

定、離職防止、人材確保がしっかり図られるよう、コストカット型からの転換を明

確に図る必要がある。このため、これまでの歳出改革を通じた保険料負担の抑制努

力も継続しつつ、次期報酬改定を始めとした必要な対応策において、令和７年春季

労使交渉における力強い賃上げの実現や昨今の物価上昇による影響等について、経

営の安定や現場で働く幅広い職種の方々の賃上げに確実につながるよう、的確な対

応を行う。 

 未来を担う子供たちの命と育成を支える重要な役割を果たす保育士・幼稚園教諭

等の方々の処遇改善は極めて重要である。しかしながら、保育士・幼稚園教諭等の

処遇は全産業平均と比べ低い状況に置かれている。平成25年度以降、累計で約34％

の処遇の改善を図ってきているが、引き続き、保育士・幼稚園教諭等の処遇改善に

ついて目標として掲げた他職種と遜色ない処遇の実現に向けて、「こども未来戦略」

に基づき、更なる処遇改善を進めていく。 

 介護、障害福祉、保育における令和６年人事院勧告を踏まえた地域区分への対応

については、隣接した市町村等との級地格差による人材確保への影響も踏まえ、早

急に検討を行い、次期報酬改定までに必要な見直しを実施する。 

 

５．最低賃金の引上げ 

 最低賃金については、適切な価格転嫁と生産性向上支援により、影響を受ける中

小企業・小規模事業者の賃上げを後押しし、2020年代に全国平均1,500円という高

い目標の達成に向け、たゆまぬ努力を継続することとし、官民で、最大限の取組を

５年間で集中的に実施する。 

 政府として、「中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画」に定める、

①地方の中小・小規模事業者にとって重要な官公需における対策等を含めた価格転

嫁・取引適正化の徹底、②業種別の「省力化投資促進プラン」とそれに基づくきめ

細かな支援策の充実と支援体制の整備を通じた中小企業・小規模事業者の生産性向

上、③中小・小規模事業の経営者の方々の事業承継・M&Aに関する不安や障壁を取

り払い、先々の経営判断を計画的に行うことができる環境の整備、④地域で活躍す

る人材の育成と処遇改善等の施策パッケージを実行する。 

 また、EU指令においては、賃金の中央値の60％や平均値の50％が最低賃金設定に

当たっての参照指標として加盟国に示されている14。最低賃金の引上げについては、

我が国と欧州では制度・雇用慣行の一部に異なる点があることにも留意しつつ、こ

れらに比べて、我が国の最低賃金が低い水準となっていること及び上記の施策パッ

ケージも踏まえ、法定３要素のデータに基づき、中央最低賃金審議会において議論

いただく。 

「中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画」には、中小企業・小規模

事業者の生産性向上、官公需の価格転嫁等が定められている。国は、計画を踏まえ、

都道府県・市町村が地域の状況に応じてきめ細かな賃上げ環境整備に取り組むこと

を、様々な政策手段を活用して後押しする。その中で、各都道府県の地方最低賃金

審議会において中央最低賃金審議会の目安を超える最低賃金の引上げが行われた場

合は、持続的な形で売上拡大や生産性向上を図るための特別な対応として、政府の

補助金における重点的な支援を行うことや、交付金等を活用した都道府県の様々な
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取組を十分に後押しすることにより、生産性向上に取り組み、最低賃金の引上げに

対応する中小企業・小規模事業者を大胆に後押しする。 

 地方最低賃金審議会において、これらの政府全体の取組や各都道府県の賃上げ環

境も踏まえ、法定３要素のデータに基づき、実態を踏まえた審議決定となるよう、

議論いただく。 

 地域別最低賃金の最高額に対する最低額の比率を引き上げる等、地域間格差の是

正を図る。 

 

 

Ⅲ．投資立国の実現 
2030年度135兆円、2040年度200兆円という新たな国内投資目標を官民で必ず実現

する。 

このためには、国内経済で回り始めた賃上げと投資の循環の動きをより強固なも

のにするために、海外市場とこうした循環を結び付けることによって、グローバル

市場で稼ぐ力を強化していくことが重要である。 

経済産業省の試算によると、国内投資拡大に向けた足下の官民の取組を継続し、

2030年度135兆円・2040年度200兆円という新たな官民国内投資目標を実現すること

ができれば、人口減少下でも拡大する内需が成長をけん引するとともに、不確実性

が高まる国際環境の中においても世界にとって不可欠な製品・サービスの輸出が拡

大することがあいまって、2040年度に名目GDPは約1,000兆円となるなど、中長期的

な経済成長を実現していくことが可能になる。 

この将来見通しの実現のため、ＧＸ、ＤＸ（ＡＩ・データ）等の次世代投資（研究

開発やソフトウェア、ロボット・通信機器等）を1.8倍にするべく、製造業では、ＧＸ・

革新技術による差別化や、ＤＸによるサービス化等を通じ、新需要の創出、高付加

価値化を実現する。また、情報通信業・専門サービス業では、新需要の開拓等を通

じ、新たな付加価値を創出する。加えて、エッセンシャルサービス業は、省力化設

備・サービスを駆使するアドバンスト・エッセンシャルサービス業への変化を図る。 

このためにも、「金利のある世界」に移行し、国際的な不確実性が高まる中でも、

企業が保有する現預金を積極的に国内で波及効果の大きな投資に振り向けるよう、

企業統治改革、資本市場改革に加え、思い切った償却措置による投資促進策など諸

外国の措置・動向も踏まえつつ、予算・税制によるインセンティブ措置も含めた、

企業からの国内投資を引き出すための大胆な方策を検討する。 

あわせて、こうした産業構造の変化に応じた人材需要を踏まえ、各産業における

生産性向上・省力化の取組、人材育成の取組等を政府全体で総合的に推進する。 

これらを含め、200兆円の目標の実現を見据えた国内投資喚起とグローバルサウ

ス等の需要取り込みのための「輸出拡大・多角化支援パッケージ」として、以下の

取組を進める。 

 

１．中堅企業の創出・成長加速 

国内に9,000者存在している中堅企業は、設備投資、人的投資、賃上げの全ての

側面で、国内経済の成長と地方創生のけん引役となるポテンシャルを有している15。

賃上げにつながる設備投資の支援に加え、世界市場の中でオンリーワンの製品・サ

－ビスを抱える中堅企業の輸出や研究開発を大胆に後押しする施策を具体化し、中
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第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現 
 

１．物価上昇を上回る賃上げの普及・定着 ～賃上げ支援の政策総動員～ 
 

（１）中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画の実行 
 

2029年度までの５年間で、日本経済全体で年１％程度の実質賃金上昇、すなわち、持続

的・安定的な物価上昇の下、物価上昇を１％程度上回る賃金上昇をノルムとして定着させ

る。この実現に向け、中小企業・小規模事業者の賃上げを促進するため、価格転嫁・取引

適正化、生産性向上、事業承継・Ｍ＆Ａによる経営基盤強化及び地域の人材育成と処遇改

善に取り組む。 

価格転嫁・取引適正化については、「官公需における価格転嫁のための施策パッケージ」
5に基づく取組として、低入札価格調査制度6及び最低制限価格制度7の導入拡大・活用、「中

小企業者に関する国等の契約の基本方針」8に基づく物価上昇に伴うスライド対応や期中改

定、国・独立行政法人等及び地方公共団体において必要となる予算の確保9等10を進める。

中小受託取引適正化法11の執行体制を強化するとともに、「労務費の適切な転嫁のための価

格交渉に関する指針」12の周知広報を徹底する。パートナーシップ構築宣言の拡大や実効性

の向上を含め、サプライチェーン全体で取引適正化を進める。中小企業の知的財産への侵

害に関する実態調査を行い、独占禁止法13上の指針を策定するほか、知財経営支援ネットワ

ーク14を通じたリテラシーの向上等に取り組む。 
生産性向上については、飲食業、宿泊業、小売業等の12業種で策定した「省力化投資促

進プラン」5に基づく官民での取組の目標を達成するため、2029年度までの集中的な取組と

して、デジタル支援ツールを活用したサポート、全国的な伴走型支援、複数年にわたる生

産性向上支援を通じて、2029年度までの５年間でおおむね60兆円の生産性向上投資を官民

で実現する。地域の経営人材を確保するため、「週一副社長」15の普及、マッチング支援の

強化、副業・兼業の促進に取り組む。 

事業承継・Ｍ＆Ａについては、「事業承継・Ｍ＆Ａに関する新たな施策パッケージ」5に

基づき、支援機関による売手側のニーズの掘り起こしの強化、事業承継・引継ぎ支援セン

ターの体制強化等に取り組む。事業承継税制（特例措置）に関し、令和７年度与党税制改

正大綱の記載16に鑑み、事業承継に係る政策の在り方の検討を進めるとともに、後継者の経

営能力の育成に取り組む。 

 
5 「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025年改訂版」（令和７年６月13日閣議決定）。 
6 工事・製造その他の請負契約において、最低の価格で申込みをした者が、その価格では契約に適合した履行がされないおそ
れがある場合に、その者が契約の相手方として適当か否かを調査し、不適当であると認める場合には、その者を落札者とし
ないこととすることができる制度。 
7 工事・製造その他の請負契約において、あらかじめ最低制限価格を設けた上で、当該価格以上の価格で申込みをした者のう
ち、最低の価格で申し込んだ者を落札者とする制度。 
8 令和７年４月22日閣議決定。 
9 義務的経費への対応、地方財政計画への計上及び地方財政措置の実施を含む。 
10 関連する資格を有する者に見合った適切な公共工事設計労務単価の設定を行うことを含む。 
11 製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律（昭和31年法律第120号）。 
12 令和５年11月29日に、内閣官房及び公正取引委員会が策定・公表。 
13 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）。 
14 特許庁、独立行政法人工業所有権情報・研修館、日本弁理士会及び中小企業庁が、日本商工会議所と連携して中小企業・
小規模事業者を知的財産の観点から支援する枠組み。 
15 都市部の経営人材が、副業・兼業の形式で週に１回程度、地方の中小企業等の経営に関与すること。 
16 事業承継による世代交代の停滞や地域経済の成長への影響に係る懸念も踏まえ、事業承継の在り方については今後も検討
する。 
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地域の人材育成と処遇改善については、在職者を含め、大学、短期大学、高等専門学校

及び専門学校においてアドバンスト・エッセンシャルワーカー17の育成に取り組むほか、

医療・介護・保育・福祉等の人材確保に向けて、保険料負担の抑制努力を継続しつつ、公

定価格の引上げを始めとする処遇改善を進める。 
この他、（２）に記載する取組を含め、「中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か

年計画」5に基づく取組を進める。 

最低賃金については、適切な価格転嫁と生産性向上支援により、影響を受ける中小企業・

小規模事業者の賃上げを後押しし、2020年代に全国平均1,500円という高い目標の達成に向

け、たゆまぬ努力を継続することとし、官民で、最大限の取組を５年間で集中的に実施する。 

政府として、「中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画」に定める、①地方

の中小・小規模事業者にとって重要な官公需における対策等を含めた価格転嫁・取引適正

化の徹底、②業種別の「省力化投資促進プラン」とそれに基づくきめ細かな支援策の充実

と支援体制の整備を通じた中小企業・小規模事業者の生産性向上、③中小・小規模事業の

経営者の方々の事業承継・Ｍ＆Ａに関する不安や障壁を取り払い、先々の経営判断を計画

的に行うことができる環境の整備、④地域で活躍する人材の育成と処遇改善等の施策パッ

ケージを実行する。また、ＥＵ指令においては、賃金の中央値の60％や平均値の50％が最

低賃金設定に当たっての参照指標として、加盟国に示されている。最低賃金の引上げにつ

いては、我が国と欧州では制度・雇用慣行の一部に異なる点があることにも留意しつつ、

これらに比べて、我が国の最低賃金が低い水準となっていること及び上記の施策パッケー

ジも踏まえ、法定３要素のデータに基づき、中央最低賃金審議会において議論いただく。 
「中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画」には、中小企業・小規模事業者

の生産性向上、官公需の価格転嫁等が定められている。国は、計画を踏まえ、都道府県・

市町村が地域の状況に応じてきめ細かな賃上げ環境整備に取り組むことを、様々な政策手

段を活用して後押しする。その中で、各都道府県の地方最低賃金審議会において中央最低

賃金審議会の目安を超える最低賃金の引上げが行われた場合は、持続的な形で売上拡大や

生産性向上を図るための特別な対応として、政府の補助金による重点的な支援を行うこと

や、交付金等を活用した都道府県の様々な取組を十分に後押しすることにより、生産性向

上に取り組み、最低賃金の引上げに対応する中小企業・小規模事業者を大胆に後押しする。 

地方最低賃金審議会において、これらの政府全体の取組や各都道府県の賃上げ環境も踏

まえ、法定３要素のデータに基づき、実態を踏まえた審議決定となるよう、議論いただく。 

地域別最低賃金の最高額に対する最低額の比率を引き上げる等、地域間格差の是正を図る。 

 

（２）三位一体の労働市場改革及び中堅・中小企業による賃上げの後押し 
 

1990年代のバブル崩壊以降、経済全体が力強さを欠く中で、企業はコストカットを迫ら

れ、既存の雇用を維持しつつ人件費を抑制し、また、非正規雇用労働を採用した結果、労

働生産性の変化が的確に反映されず、賃金全体が伸び悩んだ。人手不足の深刻化が見込ま

れる中、成長型経済への移行を確実なものとするためには、労働者一人一人の雇用の質・

労働生産性を向上させるとともに、労働市場の流動性を高め、我が国経済全体の生産性向

上と持続的な賃上げにつなげていくことが求められる。 

 
17 デジタル技術等も活用して、現在よりも高い賃金を得るエッセンシャルワーカー。 
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特定（産業別）最低賃金の改正決定に関する申出書 

 

 

１ 岐阜県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具

製造業最低賃金 

 

２ 岐阜県自動車・同附属品製造業最低賃金 

 

 

３ 岐阜県航空機・同附属品製造業最低賃金 
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（令和6年12月1日現在）

　　　　　区　分

　Ｅ２８

　Ｅ２９（Ｅ２９４を除く）

　Ｅ３０

　Ｅ３１１

　Ｅ３１４

（１／３）
　　最低賃金の件名

368 13,683 4,561

岐阜県電子部品・デバイス・
電子回路、電気機械器具、
情報通信機械器具製造業
最低賃金

適用産業分類

特定（産業別）最低賃金の適用使用者数及び適用労働者数

適用使用者数 適用労働者数 申出必要者数

※　令和３年経済センサス活動調査結果を基に岐阜労働局労働基準部賃金室において推計したもの。

6,361 2,120

317 17,631 5,877

70

岐阜県自動車・同附属品
製造業最低賃金

岐阜県航空機・同附属品
製造業最低賃金
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